
基本施策１

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

農業担い手
の確保と育成

宍粟北みどり農林公社及び県普及センターと共に畑
の講習会を開催し、新規農業者の掘起こしを行った。
１回の開催（９名）　現在までに合計3回　累計31名の
講習会を開催。

農地所有者の後継者不足の中で、市内外を問わず
個人での独立就農を目的とした農業の担い手確保
は、初期投資や営業開始後の収入等を考えると、現
状では新たな農業者を確保・育てる事が難しいが、補
助金を活用しながら自立につながった事例もある。担
い手確保の間口を広げるため、非農家で興味を持っ
ている人を増やしたり、経験が浅い人への技術指導
などの支援の充実が必要。

現在の個人向けの補助事業については、市の財源
的な問題もあり、個人の農業者にとって今後は更に
厳しい状況が予測される事から、宍粟北みどり農林
公社や法人組織・農業協同組合等の活動支援策を
充実することで担い手確保・育成につなげる。
また、宍粟北みどり農林公社が受託事業の範囲を広
げ強化していくことによる経営基盤の強化や営農指
導の強化を図る。

拡充して継
続

認定農業者
数【累計】

人 27 27 28 30 33 38

認定農業者・
集落営農組
織育成

市内において生産目標達成者や認定新規就農者へ
のスキルアップとしての認定農業者への誘導等を
行った。また、集落営農組織の育成としては、既存の
営農組織へのアンケート調査（県でとりまとめ）を実施
し、現状を把握した。また、従来からの個別営農に限
界を感じ新たに営農組織を立ち上げた地区も１地区
あった。

認定農業者制度の普及啓発をしても新たな確保が難
しく、また、集落営農組織は成り立ちが土地改良事業
の必須要件的に創られた組織が多いため、組織その
ものの存在が危なく、役員の世代交代が出来ず活動
休止状態の組織も多くある。農会長が変わることで補
助金の活用ノウハウが引き継がれないことなど、各
農会機能の衰退が見られ、農業者や組織の意欲を
高めるための支援が必要。

昨年度に実施したアンケート結果に基づき、担い手
の高齢化や後継者対策の充実を図るため、今年度で
は、集落営農組織の活性化・組織の在り方等を検討
し、人・農地プランの策定を促進するなど、県集落営
農専門員他関係機関等とともに事業を推進する。

同内容で継
続

集落営農組
織数【累計】

組織 60 60 60 61 66 71

営農指導

県（光都農林振興事務所・普及センター）及びJAと共
に、宍粟（南北）振興協議会を通じ要請に応じて、市
内の農業関係者等の営農指導（普及）を行った。

宍粟北みどり農林公社が担い手確保のための新規
就農者等の受入や耕作放棄地対策等への対応がで
きるように、関係機関との連携強化や公社の経営プ
ラン実現に向けた組織力向上のための支援等を行う
ことが必要。

宍粟北みどり農林公社の組織力を強化し、支援規模
を拡大するため、人件費の負担などにより新規職員
採用など組織づくりの支援等を行う。 拡充して継

続
農林業被害

額
千円/年 16,828 12,704 11,038 8,508 8,000 8,000

平成28年４月から農地付き空き家実施に向けた取り
組みとして、下限面積を1アールとしたことで、平成28
年からの成約件数は14件で31筆10,628㎡の農地とな
り、空き家への移住促進と遊休農地化を防ぐ事がで
きた。農地付き空き家制度を活用し、起業した中には
全国農業新聞で紹介された成功事例もある。その
他、この制度以外でも空き家と併せて農地法３条によ
り農地を取得された件数は６件46筆29,652㎡となって
いる。空き家と農地を組み合わせた移住促進と遊休
農地対策については効果が出たものと思われる。

１アール程度の農地であれば、空き家と合わせた管
理が可能であるが、面積が大きくなると農会や近隣
農家の支援が必要となる。入居後のフォローや営農
指導の充実や受入体制の整備が必要である。
市内農地の状況としては少子高齢化による後継者不
足と転出や相続による土地持ち非農家と不在地主が
増加し、管理できない農地が急増している。宍粟市の
中山間地域では作業効率や生産性、獣害等の諸課
題で営農組合や大規模農家の成功は見込めない。
営農条件の不利な農地は買取、借入を希望する農家
もなく、高齢者や後継者のいない土地所有者は営農
や自力管理が困難で遊休農地化が急速に進んでい
る。また、太陽光発電の設置などによる非農地化も見
られる。営農組合や認定農業者、大規模農家も高齢
化と後継者不足により存続が難しい状況となってい
る。

食料自給率
（カロリー
ベース）

％/年 43.0 42.0 39.0 40.0 44.0 45.0

多面的機能支払交付金事業では、農業者を中心に
地域の多様な団体が参画し、農地や水路・農道等の
農業用施設、さらには美しい農村景観等を守り育む
地域ぐるみの活動により、地域資源の適切な保全管
理が図れた。
耕作放棄地対策事業では、農村環境に悪影響を与え
る耕作放棄地の利活用（植樹等）を推進し、農地の保
全と有効利用による農業の振興と地域の活性化が図
れた。
農地環境整備事業では、圃場整備を契機とした農地
の面的集積及び集約化に加え、都市住民と地域住民
の交流を実施することで、耕作放棄地の拡大防止と
活用等、安定的な農業経営の基盤づくりが図れた。

市内農地の状況としては少子高齢化による後継者不
足と転出や相続による土地持ち非農家と不在地主が
増加し、管理できない農地が急増している。中山間地
域では作業効率や生産性、獣害等の諸課題が多く、
営農条件の不利な農地は買取、借入を希望する農家
もなく、高齢者や後継者のいない土地所有者は営農
や自力管理が困難で遊休農地化が急速に進んでい
る。営農組合や認定農業者、大規模農家も高齢化と
後継者不足により存続が難しい状況となっている。

Ｋ
Ｐ
Ｉ

市内農業総
生産額【年

間】
億円 14.09 13.62 - -

14.29
（R1）

-
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方向性個別施策 課題 展開取組の現状

農業委員会との連携のもと荒廃農地の再生及び利
活用に対しての支援を継続して実施するほか、多面
的機能支払交付金及び中山間地域等直接支払交付
金を活用した耕作放棄地の発生防止を支援するとと
もに、集落で話し合った再生・利用の方向性を「人・農
地プラン」に盛り込むなど、担い手による活用を推進
していく。
また、地域農業の維持・発展を目的とする「宍粟北み
どり農林公社」の支援強化をすることで、遊休農地対
策や担い手・後継者不足といった課題解決に取り組
む。

拡充して継
続

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策１

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

区
分

基本施策１　農業の振興

行政の役割 方向性個別施策 課題 展開取組の現状

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

防護柵設置・
維持管理

実施年度の前年11月頃、市内農会長会を通じ、防護
柵設置（修繕含む）要望を聴取し、計画的に維持管理
を行っている。農業被害額も数値上は減少傾向にあ
る。

防護柵設置ができない国・県道や河川からは有害鳥
獣の侵入が阻止ができない。防護柵設置に係る材料
費の一部補助はあるが、個人負担があるため団地囲
みが進まない。また、担い手がいなくなった集落で
は、設置する者がいないことや、管理不十分な防護
柵では効果がない。

財源も厳しくなると想定されることから別事業（中山間
直接支払・多面的直接支払など）併用での事業実施
について関係集落への説明等行う事で、農業者の意
識を高め、適切な有害鳥獣防護柵設置、維持・管理
を行う。

同内容で継
続

Ｋ
Ｐ
Ｉ

若者の新規
就農者数

人 2 3 5 6
5（累計）

（R1）
-

有害鳥獣捕
獲・狩猟者の
育成

個別施策を構成する事業を猟友会と連携し実施する
事で、有害鳥獣の捕獲活動を推進した。また、高齢化
による狩猟者の減少を抑えるため、従事者確保事業
による支援を行う事で若干ではあるが猟友者の確保
（特にわな猟師）ができた。

わな猟師は農会役員の資格取得によりわずかに増
えたが、捕獲頭数を増やすには、危険が伴うが銃器
による捕獲が一番成果が上がる。従事者確保事業よ
るハンターの担い手確保・育成を行っているが、現在
の銃器保持者の年齢が70歳以上と高齢化しており、
今後のハンターの担い手確保が課題である。

従事者確保事業等を継続するとともに、国庫事業に
よる上乗せ補助も念頭に入れ、採択要件にある市有
害鳥獣対策推進協議会（宍粟市鳥獣被害防止計画）
を実像のある組織として活性化に向けた取組を検討
する。

同内容で継
続

流通経路確
保・販路拡大

学校給食の食材として市内産の農産物を活用してい
ただき、給食通信等で周知することで、目的達成度と
しての数値化はできないが、市民への地産地消への
理解を深める取組を行った。

当市では、多くの農産物を栽培している訳ではなく、
学校給食が求める食材のロットを安定的に供給する
事ができない。また、作付け品種も同類のものが多く
価格競争により安価での販売となり、地産地消による
流通経路の確保及び販路拡大は今後も厳しい状況
である。

経営安定所得事業等（産地交付金）の活用により野
菜生産者を増やすなど地産地消事業の「地産」部分
の強化を図るとともに学校給食以外の農産物直売所
（ふるさと宍粟PR館等）での販売ルートを更に強化・
確保するなどし、本市の実情にあった仕組みづくりを
行う。

同内容で継
続

特産品化、６
次産業化

特に宍粟市北部に多く植栽している山椒を、「西はり
ま山椒」としてブランドをできるよう推進するとともに、
新たな特産にハバネロ・紫蘇など検討を行っている。
また、農畜連携事業として、昨年クラスター事業を行
う事で、宍粟牛の増頭と併せハリマ農協の堆肥セン
ターも改修することで、堆肥からの循環型農業をめざ
している。

農業の６次産業化を行うには、それぞれのセクション
（各生産者・加工者・販売者）自体の組織力が弱く、一
体となって事業展開が難しい。これまでも６次産業化
に向けた行政主導の推進はあったが国補助（金）制
度が廃止されるともに事業も自然消滅となっている。

引き続き、地域特性をいかした農畜産物の特産化、
農業の６次産業化に向け、県（農林・普及）及び農協
等とともに生産者から加工・販売まで一貫して取組を
行う農業者、農業組織を育成するための事業推進を
図る。

同内容で継
続

③
生
産
の
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と
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基本施策２

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

林業担い手
の確保と育成

新規林業事業体からは、初期投資に必要な新規就
業者の雇用経費や高性能林業機械の購入・リースに
かかる経費が軽減され、また、既存林業事業体にお
いても同様に雇用経費の負担が減ったことで、搬出
間伐をするための新たな班編成が可能となった。
市内人工林の森林整備が急務な中で、新たな班編
成による森林整備（間伐）に寄与するとともに、混交
林整備など皆伐への対応も拡充されており、市内で
の雇用創出も図ることができた。

本補助制度は林業事業体からの評価が高く、特に制
度上の課題はないが、林業担い手数などの目標値が
達成できていない要因として、木材価格の低迷や間
伐事業などへの造林補助金の大幅な減少（本市への
割当分）が考えられる。そのため、森林所有者や林業
事業体においては、間伐施業を控える傾向にあり、さ
らなる森林整備面積の拡大に繋がらない原因となっ
ている。

毎年新規林業事業体２社と新規雇用従業員４名の雇
用創出をめざし、引き続き、林業就業相談会などの
就業相談や雇用啓発パンフレット等による周知活動
に取組む予定である。

同内容で継
続

林業担い手
人数【累計】

人
163

（H25）
162

（H27）
168

（H28）
164

（H29）
183 199

森林大学校
の誘致

地元地域、企業とも連携し、林業実習等の環境が充
実していること、大学校の校舎として市所有の公共施
設の提供に協力すること、学生の住環境としてシェア
ハウスを整備することなど誘致に努め、平成28年２月
に大学校の誘致が決定した。平成29年４月に開校
し、学年の定員である20人近くが毎年入学してきてい
る。また、空き家を活用し学生の半数を市が整備する
シェアハウスで住居をまかなう方針の中、入居率は
90％を超えており、運営は順調である。また、大学校
と地域の代表、市役所などで構成する育成協議会を
設置し、学生生活のサポート体制をとっている。

今後は、卒業する学生の市内への定住につながる取
組が必要となる。兵庫県立森林大学校の授業などを
通じて、地域行事等へ学生が参加しているが、宍粟
市のことを詳しく知らない学生が多いのが現状。シェ
アハウスに入居している学生も休日は実家に戻る者
も多く、残っている学生もアルバイトに時間を費やして
おり、学生と地域との交流や市内のことを知る機会を
増やしていく必要がある。

育成協議会などを通じて、地域行事への積極的な参
加を促すとともに、市内で開催されるイベントなどの
情報を発信していく。
また、市が進めている木育に関連して、森林大学校
での学びや宍粟市の森林のことなどを学生が新聞形
式でまとめることで、これまでの学びを生かし、地域
のことを知る機会とするとともに、市内の中学・高校
生へ情報発信していくことで、大学校の学生確保につ
なげる。

拡充して継
続

森林施業の
団地化・集約
化

国県造林補助金の割当額が不透明の中、市内人工
林の約7割が伐期を迎え森林整備が急務な状況であ
るが、森林経営計画の認定数も年々増加し（H28:19
件、H29:14件、H30:16件）、県下で突出するほどの認
定数となっている。

造林補助金割当額の大幅な減額に加え、令和元年
度から環境林整備事業の廃止に伴い、同年度から市
に配分される森林環境譲与税を財源とした間伐事業
（切捨間伐）の実施を余儀なくされている。そのため、
森林所有者や林業事業体からは、間伐施業を手控え
る傾向にあり、更なる森林整備面積の拡大に繋がら
ない原因となっている。

林地残材や
未利用材の
利活用

木質バイオマスの燃料用となる未利用材について
も、年次計画的に用材とともに搬出しているため人工
林内には林地残材がほぼない状況である。

木質バイオマスに活用されるペレットについて、市内
事業者が県内の供給源となっており、需要が増加し
ている。

素材生産量
【年間】

㎥
80,203
（H25）

87,989
（H27）

127,118
（H28）

84,079
（H29）

96,200
（R1）

-

宍粟材の流
通拡大

宍粟材の流通システムについては、市内２施設での
原木取扱量は年々増加する中で木材流通量も比例
して増えているものの、流通のほとんどは市外向けで
あり市内での取り扱いは少ない。

市内での宍粟材の流通量を増やすことでさらなる経
済循環の増加が望まれる中で、エンドユーザーは安
価な外国産材を求める傾向にあり、市内の林業事業
者等が企業間連携した中での宍粟材の普及啓発に
行きついていない。

不透明な国県造林補助金になるべく頼らない森林整
備として、長期受委託による川上～川下事業者が連
携した森林管理などを検討し、県の「森林クラウド活
用情報高度化事業」を活用し、顧客のニーズに応じた
安定した材の確保により「欲しいときに手に入る、何
でも揃う」流通システムを構築することにより、質より
量による宍粟材の付加価値をつける。具体的には、
「ひょうごの木利用拡大協議会」（県事務局）や「宍粟
材推進会議（プロジェクトチーム）」（市事務局）の中
で、川上から川中、川下の林業事業者や国・県等の
行政機関と連携し、市内での経済循環型林業の基本
構想を主眼に置いた制度設計を検討する。

新たな制度
に見直して

実施

新規林業雇
用者数

人 5 7 13 17
5年間で

20
（R1）

-

林業の６次産
業化

兵庫木材センターにおいて、間伐、製材・加工、販売
までを行う６次産業化が展開されており、雇用もかな
り増えている。

兵庫木材センター以外の市内林業事業者において
は、企業間連携による宍粟材の流通が十分に行えて
いない。

「ひょうごの木利用拡大協議会」や「宍粟材推進会議」
などを通して、市内林業事業者が積極的に宍粟材を
活用できる仕組みを検討する。

新たな制度
に見直して

実施

宍粟材利用
家屋建築へ
の支援件数

件 16 8 3 7
5年間で

65
（R1）

-

宍粟材の利
用拡大

宍粟材を活用した新工法や新技術などの活用は検
証段階であり、宍粟材の利用拡大には繋がっていな
い。

「しそう材ブランド化推進グループ」において、付加価
値のある宍粟材の活用方法を検討しているが、強度
など品質にばらつきがあるため新工法や新技術など
の活用には至っていない。

宍粟材のブランド化を検討する中で、原木の段階で
の強度等の品質特性や加工技術を検証するととも
に、宍粟材の特性を生かした活用方策を検討する。

新たな制度
に見直して

実施

基本施策２　林業の振興

ま
ち
づ
く
り
指
標

Ｋ
Ｐ
Ｉ

新たな制度
に見直して

実施

80,203
（H25）

㎥/年素材生産量

③
宍
粟
材
流
通
の
整
備
促
進

②
林
業
生
産
基
盤
の
整
備

方向性個別施策 課題

平成30年度で廃止となった環境林整備事業（切捨間
伐）の代替施策については、森林環境譲与税を活用
した市独自事業「条件不利地間伐推進事業」により対
応するが、これまでの国県造林補助金の予算要望に
合わせ、今後も、切捨間伐も含めた間伐事業全体で
の要望をしていく方針である。あわせて、林地残材や
未利用材の利活用について引き続き支援していく。

展開取組の現状

①
担
い
手
の
確
保
・
育
成

行政の役割 目標値

成果指標

指標 単位

区
分 実績値

124,000104,000
84,079
（H29）

127,118
（H28）

87,989
（H27）

3



基本施策３

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

中小企業の
経営安定化、
強化

資金融資制度は平成29年度が35件１億3,731万円の
融資実行、平成30年度は34件１億5,020万円の融資
実行の見込みであり、市内中小企業の経営安定化、
強化に向け有効に活用されている。

資金融資制度自体は順調に活用されているものの、
借入時の金額を基準とする融資限度額の運用方針
について、検討が必要になっている。また、融資利率
も数年据え置きとなっており、金融機関独自の融資
制度との調整を図りながら、市況に即した利率への
改定も検討すべき状態。制度自体のさらなるPRも必
要。中小企業の事業承継も課題。

引き続き資金融資制度のPR、活用を促進するととも
に、融資限度額の運用方針、据え置きとなっている利
率、返済年数、事業者の１年以上の居住要件などに
ついて、兵庫県中小企業融資制度との整合も図りつ
つ金融機関と調整する。

同内容で継
続

製造品等出
荷額（４人
以上の事業
所）

億円/年
637.4
（H25）

637.4
（H26）

568.6
（H28）

610.4
（H29）

現状値
を維持

現状値
を維持

既存企業の
市外流出防
止

既存企業８社が、産業立地促進助成事業を利用され
ることにより、施設の建替地や工場の増設地として市
内を選択され、企業の市外流出等を防止することが
できた。

市外企業の進出も含め、産業立地促進助成制度は
一定の効果を生み出しているものの、既存企業の市
外流出が完全に防止できている訳ではない。

産業立地促進条例における助成に引き続き取り組む
中で、市内外に向けた周知を強化していく。 同内容で継

続
商品販売額 億円/年

412.3
（H24）

474.3
（H26）

507.2
（H28）

507.2
（H28）

現状値
を維持

現状値
を維持

商店街の活
性化

商工会と連携する中、商店街の事業主を中心に、自
分たちで商店街を活性化しようと『山崎中心市街地活
性化委員会』が立ち上がり、委員会へ助成を実施し、
商店街でのイベント実施や、新規店舗がオープンす
るなど、商店街の活性化に寄与している。また、兵庫
県立大学と連携することにより、大学生の視点から見
た商店街の活性化についてのアイデアを募集し、も
みじ祭り当日にもスタッフとして関わっていただくこと
で新たな取組につなげることができた。
一方、北部の商店街に対しては、具体的な取組がで
きていない。

山崎中心市街地活性化委員会への助成は令和元年
度で終了となる。今後の活動に際し、一定の支援が
必要と認識しているものの、令和２年度以降について
の見通しは立っていない。
北部商店街も含め、商店街の維持、継続、活性化の
ためには、事業継承は大きな課題であり、また、直接
的な補助・助成だけでなく、多角的な視点からの支援
も必要。

商工会と連携する中で、山崎中心市街地活性化委員
会が自立していけるよう、また、整備した施設や組織
をさらに活用してけるよう、支援を検討していく。
今後、市内の商店街のにぎわいを減退させることな
く、活性化に繋がる仕組みや支援策を研究し、取り組
んでいく。 同内容で継

続
従業者数
（工業統計）

人/年
4,605
（H25）

4,358
（H26）

4,114
（H28）

3,333
（H29）

現状値
を維持

現状値
を維持

雇用の創出

産業立地促進助成事業の実施により、企業誘致・市
内企業の市外流出防止に一定の効果をあげており、
雇用の創出を図れている。

起業については、業種に制限がなく多くの起業家を
生み出している一方、市の財源が限られているなか、
予算確保が厳しくなっている。また、事業継承に対す
る助成がないため、廃業する、また廃業予定の事業
者がある。

引続き、企業誘致や起業支援を行うとともに、事業継
承に対しても支援策を検討するなど、若者が安心、安
定して働くことができる環境の創出を図っていく。ま
た、起業家支援については、これまで支援してきた起
業家にヒアリングを実施して事業効果の検証を行う中
で、成功者の事例をもとにチラシ等を作成する。

拡充して継
続

従業者数
（商業統計）

人/年
2,389
（H24）

2,471
（H26）

2,334
（H28）

2,334
（H28）

現状値
を維持

現状値
を維持

企業誘致適
地の整理・情
報発信

市のHPにおいて、学校跡地他の企業誘致適地を紹
介し、相談等も随時受ける状況の中で、３社の誘致に
つなげることができた。

企業団地がない状況であり、それ以外の企業誘致の
適地整理をするとなれば相当の事務量が発生すると
思われる。また、企業誘致推進員の確保ができてい
ない。

自分たちから発信できていない分、問い合わせや相
談に対して、国、県への確認等も含めて真摯な対応・
調整をすることで企業誘致の成功につなげていく。

同内容で継
続

製造品出荷
額【年間】

億円/年
637.4
（H25）

‐
(H27)

568.6
（H28）

610.4
（H29）

現状値
を維持
（R1）

-

企業立地の
促進

播磨圏域連携中枢都市圏でのパンフレットを作成し、
圏域全体での誘致を促進した。

播磨圏域連携中枢都市圏の市町それぞれが当該市
町へ企業誘致を望む中、連携はなかなか難しいと思
われる。

現在、播磨圏域連携中枢都市圏における連携事業と
して行われているアンケートなど、連携できる事項に
ついては、継続して連携していく。

同内容で継
続

商品販売額
【年間】

億円/年
412.3
（H24）

‐
(H27)

507.2
（H28）

‐
(H29)

現状値
を維持
（R1）

-

起業しやすい
環境づくり

商工会との連携により、創業塾の開催をはじめとし、
経営相談や市の支援制度の広報周知を図り、平成27
年度以降、24の起業者を生み出した。

多くの起業家を生み出す環境づくりは一定できている
ものの、起業された方の状況調査、助成制度の効果
検証手法が確立できていない。

商工会と連携し、起業された方に対する経営相談な
どのフォローアップ体制の充実を図っていく。 同内容で継

続

従業者数
（工業統計）
【年間】

人/年
4,605
（H25）

‐
(H27)

4,114
（H28）

3,333
（H29）

現状値
を維持
（R1）

-

多様な形態
の起業支援

元気げんき大作戦補助金（H28：16件 H29：18件 Ｈ
30:16件）や宍粟女子キラキラパワーアップ応援補助
金（ H29：７件 Ｈ30:４件）により地域活性化等を目的と
する団体に対して支援を行った。一方で、地域コミュ
ニティ活動やボランティア、ＮＰＯ活動などの起業は実
現できなかった。

補助金が３年（場合によって５年）と限定されている中
で、起業につなげ、補助に頼らない活動に至るケース
が少なく、資金調達が課題となっているものと考えら
れる。

地域コミュニティ活動団体が起業に行きつく前段とし
て、資金調達の手法としてクラウドファンディングの活
用を進める中で、まずは継続して団体が活動できる
よう支援していく。

同内容で継
続

従業者数
（商業統計）
【年間】

人/年
2,389
（H24）

‐
(H27)

2,334
（H28）

‐
(H29)

現状値
を維持
（R1）

-

商工会、観光
協会との協議
の場の設定

毎年３回、行政と商工会による経済懇談会を開催し、
不定期ではあるが観光協会も参加する中、産業振興
に関する課題や提言などについて、協議を深めてい
る。

経済懇談会を実施し始めて数年経過するなかで、
色々な意見交換がされているものの、本来の目的で
ある産業振興の取組み以外の協議も多くなってきた。

経済懇談会を産業振興の取組みを進めるための有
意義な懇談会として継続していけるよう、商工会事務
局との調整を図っていく。

同内容で継
続

企業立地相
談件数【年
間】

件 14 16 9 8
15

（R1）
-

異業種交流
による販路拡
大・新商品開
発

ビジネスマッチングの場として宍粟ビジネスサポート
を毎年開催し、神戸のバイヤーとのつながりなど、販
路拡大等に一定の成果を上げている。

宍粟ビジネスサポートで企業の紹介を目的とした高
校生の来場がなされるようになり、定住や就労支援
策としての場は広がったものの、本来のビジネスマッ
チングの場としての成果がでづらくなっている部分が
ある。

定住や就労支援策としての高校生来場を継続して
も、ビジネスマッチングの場という本来の趣旨を大事
にした企画としていく。また、定住自立圏の中で広域
でビジネスマッチングをすることも視野に入れ販路の
拡大の機会を創出する。

拡充して継
続

創業者実数 件 3 3 11 13
5年間で

67
（R1）

-

産地ブランド
化や６次産業
化に向けた仕
組みづくり

新たな産地ブランド品を生み出す事業者に産業連携
促進事業で支援するなど、一定の取組はできてい
る。平成28年・29年に実施した地域経済循環調査に
より、市内の個人及び事業者の経済循環率を把握す
ることができた。

産業連携促進事業などのPR、支援後のフォローアッ
プができていない。

地域資源の色々な可能性を探り、行政内他部署との
連携も大事にしつつ、産官金の連携の中で、宍粟で
生産されたものを使用する仕組みづくりや意識の醸
成に取り組み、事業者の地域経済循環率を高めてい
く。

拡充して継
続

合同企業説
明会での新
規雇用数

人 - - - -
5年間で

35
（R1）

-

基本施策３　商工業の振興

①
中
小
企
業
の
経
営
安
定
化

個別施策 課題行政の役割 実績値 目標値

成果指標

指標 単位

区
分

展開 方向性

Ｋ
Ｐ
Ｉ

③
新
た
な
地
域
産
業
の
展
開

②
企
業
誘
致
の
推
進
と
起
業
家
支
援

取組の現状

ま
ち
づ
く
り
指
標
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基本施策３

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

基本施策３　商工業の振興

個別施策 課題行政の役割 実績値 目標値

成果指標

指標 単位

区
分

展開 方向性取組の現状

就業支援

商工会、西兵庫信用金庫と連携し、合同企業説明会
JUMP UP SHISOやインターンシップ事業の開催、企
業インターンシップ推進事業補助金の創設など、就業
支援に対する様々な事業を行ったが、市内企業への
就職にはなかなかつながらなかった。

企業説明会の開催、インターンシップ事業の実施時
期や場所の選定がうまくいっていないと思われる。ま
た、ハローワークの出張相談会が令和元年度途中で
取りやめとなる。

出張相談会が取りやめになっても、ハローワークと連
携して雇用対策に一層取り組むために、令和元年度
中を目途に雇用対策協定を締結する。
企業説明会等については、商工会、西信と連携し、開
催時期や場所のことを含め、より効果的な手法を検
討していくとともに、市内企業の魅力の効果的な情報
発信などに力を入れていく。
また、企業としても出展時の自社ＰＲなどに関するス
キルアップをめざしていただく。

同内容で継
続

宍粟市内の
25歳～44歳
の女性の就
業率

％
72.5

（H22）
- - -

79
（R1）

-

就職情報の
提供

若者失業者
等への就労
支援

平成29年から開始した無料職業紹介業務について、
平成30年度は総合的な仕事の相談窓口として市役
所１階で業務を拡充して開設し、市内の求人・求職情
報を多く取り扱い、就業につなげることができた。ま
た、就職サイトはりまっちに登録されている学生に向
けて市内就職情報を発信し、市内企業情報を知って
もらうきっかけをつくることができた。

無料職業紹介を行っている「わくわ～くステーション」
の広報啓発に力を入れているが、市民の認知度がま
だ低いと思われる。

わくわ～くステーションの認知度を高める広報啓発に
工夫を凝らし、さらに力を入れるとともに、求人開拓も
積極的に行い、多くの就職情報を的確に提供できる
場とする。 同内容で継

続

「ひょうご仕
事と生活の
調和」推進
企業認定数

企業 - 0 0 0
5

（R1）
-

広域的に就
労できるよう
な支援の実
施

市内に居住しながら遠距離通勤ができる仕組み、ま
た、宍粟に居住しながら阪神地方などの大学や専門
学校に通学でき、将来的に宍粟に居住したままで就
職してもらう仕組みとして、通勤・通学手当の一部を
助成する制度を構築した。また、ひめじ若者サポート
センターとの連携により、２年間で５名の相談・登録、
１名の就業につなげることができた。

通学者も対象となっている中、通勤者の申請が毎年
１件程度しかない状態である。また、通学対象者につ
いても卒業後に転出される方が多く、本来の効果が
なかなか表れていない。

通勤通学助成については、助成開始後４年を経過
し、大学等卒業者の就職先等のデータも一定蓄積し
てきているので、効果について十分検証を進め、効
果を伴わないと判断すれば、事業の見直し、廃止を
検討する。

同内容で継
続

④
就
職
支
援
の
充
実

Ｋ
Ｐ
Ｉ
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基本施策４

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

総合的・戦略
的な観光プロ
モーションの
展開

もみじの紅葉期間が千種町～山崎町まで長期間に
及ぶことから、全町域で連携したもみじ祭りとすること
で一体的にPR。
フェイスブックやきてーな宍粟で市内イベントの開催
等をＰＲ。そのほか、東京、大阪や阪神間、播磨地域
のイベント等において宍粟の特産品や観光地をPR。

宍粟市への観光客は阪神間、岡山県、鳥取県などの
近県からが多いが、近県市民等でも宍粟市のことを
あまり知らない方がおり、近隣への観光情報の発信
が不足している。
バスでの移動が難しいことから、マイカー以外の観光
客が容易に宍粟市を観光できない。東京圏でのPRも
実施したが、移動に時間がかかりすぎるうえ、市内で
の移動もできないため東京圏から観光客を誘客する
ことは困難。
宍粟市に行けばこれが体験できるという際立ったコン
テンツが確立できていない。また、文化財を活用した
効果的な情報発信が十分でない。

山崎中心市街地活性化委員会の取組により店舗が
増加している。また酒蔵通りも活気づき始めている。
観光情報の発信をこれまで同様に継続していく中で、
市の発酵のまちづくりやもみじ祭り、藤祭りと連携し
効果的な宣伝を行い観光誘客を促進していく。また、
SNS等を通じた口コミによる観光情報の拡散を狙い、
FMパーソナリティが観光地を巡りながらリポートする
ツアーを実施するなど、実際に現地を訪れた方の生
の声がネット上で配信されるPRを実施する。
また、市内観光地への周遊を促すように日本酒発祥
の地庭田神社、播磨の国一宮伊和神社、カヌー体験
など起点となる観光スポットに「文化財及び歴史」を
絡めた効果的な観光情報を発信する。
都会にない魅力は宍粟の山・川などの自然資源であ
る。森林セラピーやカヌー体験、宍粟50名山の登山
等の体験型観光を継続してPRするとともに、例えば
宍粟牛のステーキの提供、温泉施設の利用など体験
以外の「食」や「温泉」などを絡めた宍粟ならではの観
光ツアーを確立をしていくとともに、旅行事業者への
バスツアー実施を促すバス代の補助など支援を検討
する。

同内容で継
続

観光入込客
数【延べ】

千人/年 1,217 1,165 1,061 1,053 1,400 1,600

広域的な観
光事業の推
進

播磨地域の地酒を連携してPRする「はりま酒文化
ツーリズム」の一環で、宍粟の酒蔵と日本酒発祥の
地である庭田神社をPR。
定住自立圏２市２町（たつの市・宍粟市・佐用町・上郡
町）で、各市町の観光スポットを巡るバスツアーを開
催。また、連携中枢都市圏８市８町（播磨地域）で、各
地域のグルメやお出かけ情報を地元記者がタイム
リーに情報発信。
兵庫・岡山・鳥取の県境自治体が連携し、インバウン
ド事業として各市町の観光スポットを中国語で紹介し
たパンフレットを作成し、台湾の旅行者等を対象とし
て現地でPR。
国道29号沿線市町等が連携し、国道29号線の風景
をPRしたことで、「日本風景街道」として国土交通省よ
り認定を受けた。

宍粟市単独では旅行会社のツアーを呼び込むことが
難しいため、広域な観光ルートの設定が必要だが、
各市町の観光資源に距離があることや設定する観光
地を調整することが難しく、定住自立圏や連携中枢都
市圏など広域で観光地を周遊するモデルコースの設
定に至っていない。
インバウンド事業は、市内の観光地の受入体制が不
十分で外国人への対応が難しい状況にある。

はりま酒文化ツーリズム事業の一環として、宍粟の酒
蔵を継続してPRしていく。
インバウンドについては、広域での通訳の育成や情
報発信など、自治体連携により事業を進めていく。

同内容で継
続

道の駅利用
者数【延べ】

千人/年 434 441 412 437 490 560

観光振興に
関する取組み
の総合調整

しそう森林王国観光協会との連携・支援するととも
に、森林管理署や地元地域、個人や団体と調整し、
森林セラピーの推進、日本酒発祥の地、発酵のまち
づくりを展開した。

しそう森林王国観光協会と連携して事業に取り組む
個人や団体を増やしていく必要がある。協会員は市
内の観光関係事業者とイベントを通じて徐々にでは
あるが連携が広がりつつある。観光協会のマンパ
ワー不足も課題。

引き続きしそう森林王国協会と連携し、食旅塾の取り
組みを広げていくなど観光振興を担う人材の育成と
地域活動団体との連携を図り、地域資源を活用した
体験型ツーリズムを展開していく。

同内容で継
続

森林セラ
ピー体験者
数【年間】

人 - 947 644 434
3,000
（R1）

観光を担う人
材の育成・支
援

しそう森林王国観光協会の事業として食旅塾が開催
され、食を通じて観光に携わる人材の育成や交流を
促進。また、森林セラピーのガイドを養成（2019年現
在100人超）したほか、旧山崎藩の城下町を案内する
やまさきまち歩きガイドの会、千種鉄を紹介するたた
らの里ちくさガイドの会を支援し、体験メニューやツ
アー、イベント等でガイドが活用された。

森林セラピーの利用者を増加させるために、利用料
金の見直しとガイド料金の調整が必要である。

森林セラピーの利用料金等をしそう森林王国観光協
会と協議しつつ、見直しを行う。

同内容で継
続

氷ノ山ツー
リズム登山
者数【年間】

人 - 3,393 3,263 2,948
10,000
（R1）

異業種連携
体制づくり

2020年東京オリンピック・パラリンピックを活用した地
域活性化推進首長連合が主催する東京都内のＰＲ
ブースに３か月間にわたり出展し、宍粟市の食材や
地酒をＰＲ。

しそう森林王国観光協会が実施した食旅塾では、観
光関連事業者、飲食業事業者が参加しており、今後
は他の団体との連携や特産メニューの普及が課題で
ある。

引き続きしそう森林王国協会と連携し、食旅塾の取り
組みを広げていくなど観光振興を担う人材の育成と
地域活動団体との連携を図り、地域資源を活用した
体験型ツーリズムを展開していく。 同内容で継

続
カヌー利用
者数【年間】

人 7,469 7,868 10,455 9,027
10,000
（R1）

Ｋ
Ｐ
Ｉ

ま
ち
づ
く
り
指
標

方向性
区
分

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

基本施策４　観光の振興

取組の現状個別施策 課題 展開

②
観
光
客
の
受
入
体
制
の
充
実

①
魅
力
の
発
信
の
強
化

行政の役割
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基本施策４

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

方向性
区
分

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

基本施策４　観光の振興

取組の現状個別施策 課題 展開行政の役割

観光ステー
ションの整
備、観光施設
とのネット
ワーク化

道の駅みなみ波賀を北部の観光施設の拠点として整
備を行ったが、観光ステーションについては候補地の
選定に至らなかった。

観光ステーションは候補地の選定に時間を要してい
る。市内の観光施設とのネットワーク化については、
しそう森林王国観光協会との連携は不可欠である。
今後の進め方も含めて協議を進めることが必要。

酒蔵通りには店舗が徐々に増え活気づき始めてお
り、宍粟市の玄関口の酒蔵通りに観光客の最初の導
線が確立できれば、その周辺に情報発信拠点施設が
できれば効果的であると考えられるため、観光ステー
ションの位置も含めて再検討していく。

拡充して継
続

年間観光入
込客数

万人 121.7
127.6
（H27）

116.5
（H28）

106.1
（H29）

136.0
（R1）

-

観光客の利
便性を高める
環境整備

公共交通の
利用促進の
ための環境
整備

観光施設のトイレ洋式化、バリアフリー化・スロープ設
置等を順次進めている。また、Wi-Fi化も一部の施設
では整備されている。多言語化については、インバウ
ンドを受け入れる体制が整っていないため進んでい
ない。
また、山崎インター近くの兵庫県みどり公社跡地の一
部にパークアンドライドを整備し、高速バスへの乗り
継ぎ場所として、公共交通の利用促進につなげた。

インバウンドを受け入れるためには観光施設の受け
入れ態勢が整っていなければならない。案内標識の
設置など多言語化を進める段階に至っていない。

引き続き観光施設のトイレ洋式化を進めていく。ス
キー場の来場者数の増加を図るため人工降雪機等
の設備・機能の拡充を検討。また、日本酒発祥の地
をPRする観光案内看板を設置していく。インバウンド
については、広域での通訳の育成や情報発信など、
自治体連携により事業を進めていく。

拡充して継
続

ふるさと納
税寄付金額

億円
1.3

（H26）
3.3 4.4 5.36

5年間で
11.5
（R1）

-

ふるさと市
民制度登録
者数

人
200

（H26）
277 346 378

300
（R1）

-

広域連携事
業数（連携
中枢都市
圏）

事業 - 17 27 36
41

（R1）
-

Ｋ
Ｐ
Ｉ

宍粟50名山登山を実施しているやまたびエクスプレ
スでは、天候などにより最小催行人数に満たず観光
ツアーが実施できていないことがある。
森林セラピーでは参加者が伸び悩んでおり、料金の
見直しが必要。セラピーロードを千種につくりたいとい
う声もある。また、森林セラピーとカヌー体験など地域
資源と観光・スポーツをセットにしたプログラムの強化
や団体・企業向けのプログラムを開発していく必要が
ある。

旅行事業者と連携し、コンセプト（目的やターゲット
等）を再考することで、宍粟の観光資源である50名山
や音水湖などを活用した宍粟らしいツアーの実施と
旅行事業者へのツアーの支援（バス代の補助）を検
討する。
宍粟の野菜づくりや収穫をする農業体験と宿泊を連
携したツアー（市内に農家民宿は1件）の構築に向け
農業関係者と協議をする。
発酵のまちづくりを具現化するために市内事業者に
呼びかけ協議会を発足させる。宍粟市ならではの発
酵食品の開発をめざすとともに、発酵食の効果と健
康づくりを推進する。

同内容で継
続

③
 

観
光
拠
点
の
整
備

地域資源を生
かした新たな

取組み

平成28年度から２つの森林セラピーロードをPR、東山
ロードを認定に向け整備した。
日本酒発祥の地を市内外のイベントでPR。山崎中心
市街地活性化委員会の取組として、まぼろしのお酒
「三笑」を復活させＰＲ。
道の駅や店舗に宍粟材で製作した自転車ラックを設
置しサイクリストにPR。８市８町の連携中枢都市圏域
事業の中で宍粟市のサイクリングコースを設定し、サ
イクリングイベント等を実施。
市民等の参画による発酵のまちづくり研究会を立ち
上げ、宍粟市ならではの発酵の取組について調査・
研究を行った。
宍粟50名山はガイドクラブにより＋５山を認定。登山
バスツアーを旅行会社と連携して実施。
市の北部に位置するカヌー競技場への大会誘致が
年々増加し、体験者数も伸びつつある。

④
 

異
業
種
・
異
産
業
連
携
に
よ
る
ニ

ュ
ー

ツ
ー

リ
ズ
ム
の
推
進

7



基本施策５

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

①
 

空
き
家
等
の
適
正
な

管
理
の
推
進

空き家等に対
する適正な措
置

平成26年に宍粟市老朽危険空き家除却事業補助金
交付要綱を施行し、現在までに情報提供が寄せられ
たものの内、建築物や附属工作物の適正な管理が
行われていない物件が25件ある。この25物件につい
て、所有者等へ適正な管理をお願いする文書を送付
した結果、現在までに補助事業を活用して７件の除
却が行われ、２件が自主撤去されている。未だ、適正
な管理が行われていない16物件の所有者等には、引
き続き適正な管理を依頼している。

空き家の所有者等の特定は、所有者が死亡の場合
相続人調査する必要があり、ケースによるが相当の
時間を要する場合がある。これまで除却が行われた
物件は、所有者等の特定や連絡がスムーズにできた
ことから取壊しの実績に繋がっている。除却が進まな
い理由としては、家屋の敷地は固定資産税の課税標
準額を1/6又は1/3とする住宅用地特例が講じられて
いるが、除却後は適用されないことが一因となってい
る。

空き家対策条例に基づいて、指導、助言、勧告等を
行っていく。

同内容で継
続

クリーン作
戦等の参加
世帯割合

％/年 69.9 61.6 75.5 68.5 76.0 81.0

屋外広告物
の適正な規
制・指導

看板を製作する事業者への啓発や毎年９月に国土
交通省や警察と連携したパトロールにより、違反広告
物は減少している。

耕作放棄田
率

％/年 13.6 12.4 8.4 9.1
現状値

より減少
現状値

より減少

環境美化に
対する市民の
意識向上

市民の環境美化意識を高めるためにクリーン作戦に
合わせてごみ袋を提供し、自治会等の団体が実施す
る環境美化活動を支援した。

ポイ捨て、
ペットの飼い
方のマナー啓
発

市役所前にポイ捨て禁止の懸垂幕を設置するととも
に、空き缶やごみのポイ捨て及びペットの飼い方につ
いての看板を必要な自治会への設置、広報・HPでの
周知など市民啓発に努めた。

不法投棄対
策

不法投棄対策としてパトロールを行うとともに、必要
な場所には監視カメラや不法投棄禁止看板を設置し
た。また、県や警察と連携して不法投棄者の特定に
努めた。これらにより、不法投棄が大きく減少してい
る。

平成28年４月から農地付き空き家実施に向けた取組
として、下限面積を１アールとしたことで、平成28年か
らの成約件数は14件で31筆10,628㎡の農地となり、
空き家への移住促進と遊休農地化を防ぐ事ができ
た。農地付き空き家制度を活用し、起業した中には全
国農業新聞で紹介された成功事例もある。その他、こ
の制度以外でも空き家と併せて農地法3条により農地
を取得された件数は６件46筆29,652㎡となっている。
空き家と農地を組み合わせた移住促進と遊休農地対
策については効果が出たものと思われる。また、農業
委員会による農地パトロールの実施による指導等に
より、若干ではあるが耕作放棄地の発生防止を図る
ことができた。

１アール程度の農地であれば、空き家と合わせた管
理が可能であるが、面積が大きくなると農会や近隣
農家の支援が必要となる。入居後のフォローや営農
指導の充実や受入体制の整備が必要である。
市内農地の状況としては少子高齢化による後継者不
足と転出や相続による土地持ち非農家と不在地主が
増加し、管理できない農地が急増している。宍粟市の
中山間地域では作業効率や生産性、獣害等の諸課
題で営農組合や大規模農家の成功は見込めない。
営農条件の不利な農地は買取、借入を希望する農家
もなく、高齢者や後継者のいない土地所有者は営農
や自力管理が困難で遊休農地化が急速に進んでい
る。また、太陽光発電の設置などによる非農地化も見
られる。営農組合や認定農業者、大規模農家も高齢
化と後継者不足により存続が難しい状況となってい
る。

多面的機能支払交付金事業では、農業者を中心に
地域の多様な団体が参画し、農地や水路・農道等の
農業用施設、さらには美しい農村景観等を守り育む
地域ぐるみの活動により、地域資源の適切な保全管
理が図れた。
耕作放棄地対策事業では、農村環境に悪影響を与え
る耕作放棄地の利活用（植樹等）を推進し、農地の保
全と有効利用による農業の振興と地域の活性化が図
れた。
農地環境整備事業では、圃場整備を契機とした農地
の面的集積及び集約化に加え、都市住民と地域住民
の交流を実施することで、耕作放棄地の拡大防止と
活用等、安定的な農業経営の基盤づくりが図れた。

市内農地の状況としては少子高齢化による後継者不
足と転出や相続による土地持ち非農家と不在地主が
増加し、管理できない農地が急増している。中山間地
域では作業効率や生産性、獣害等の諸課題が多く、
営農条件の不利な農地は買取、借入を希望する農家
もなく、高齢者や後継者のいない土地所有者は営農
や自力管理が困難で遊休農地化が急速に進んでい
る。営農組合や認定農業者、大規模農家も高齢化と
後継者不足により存続が難しい状況となっている。

基本施策５　生活景観の保全

方向性個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割

同内容で継
続

市民の環境美化意識の向上のため、各地域で行わ
れるクリーン作戦等への物資提供（ごみ袋）と収集さ
れたごみの運搬支援を行う。
ごみの持ち帰り運動の推進及び市外からの入込客へ
のポイ捨て禁止の啓発周知に努めていく。また、河川
の水質監視を行うとともに、環境美化に繋がる新たな
施策についても検討していく。②

 
環
境
美
化
の
推
進

目立った不法投棄は減少してきたと感じるが、道路沿
いや河川内等へのごみのポイ捨ては各所で見られる
ことから、各種イベント等でのごみの持ち帰り運動の
周知徹底不足や市外からの入込客へのポイ捨て禁
止の注意喚起不足も要因の一つと思われる。

各地域でクリーン作戦等への開催頻度や参加率に差
があり、高齢化の影響や環境美化への意識の差が
あると考えられる

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

③
 

里
山
・
田
園
景
観
の
保
全

耕作放棄地
の発生防止、
住民参画型
の里山・田園
景観の保全

荒廃農地の再生及び利活用に対しての支援を継続し
て実施するほか、多面的機能支払交付金及び中山
間地域等直接支払交付金を活用した耕作放棄地の
発生防止を支援するとともに、集落で話し合った再
生・利用の方向性を「人・農地プラン」に盛り込むな
ど、担い手による活用を推進していく。
また、地域農業の維持・発展を目的とする「宍粟北み
どり農林公社」の支援強化をすることで、遊休農地対
策や担い手・後継者不足といった課題解決に取り組
む。
さらに、継続して農地パトロールなどを行い関係機関
と協力することで耕作放棄地対策を図っていく。

拡充して継
続
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基本施策５

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

基本施策５　生活景観の保全

方向性個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

区
分

里山林整備については、国・県事業以外にも市独自
施策として拡充した事業の要望件数が極めて多く、里
山整備構想の内容を審査した上で実施しており、
H28:４件、H29:８件、H30:11件の採択により、市民主
体の里山づくりにつなげることができた。また、さらな
る里山整備のため、補助金額の拡充の検討を行っ
た。

県の住民参加型里山整備事業では、採択件数に制
約があるため里山整備を希望する市民要望に応えら
れない課題がある。

令和元年度から新たな「彩りの森づくり事業」として市
民による里山整備を進めていくこととする。

新たな制度
に見直して

実施

地域活動の推進を図ることを目的とした「どがいじゃ
ろえ」地域プランの内容については、地元住民の理解
を得ており、事業の有効性の評価も賛同されている。
平成28年度以降の主な取組は以下のとおり。
・西山防災広場（基盤、排水、防塵舗装）工事の実施
（Ｈ28）
・針葉樹林と広葉樹林の混交整備事業については、
黒土地区26ｈaについて、県民緑税関係の事業が採
択されH30に調査測量が実施され、令和元年度には
造成事業が実施される予定。
・小水力発電事業（黒土地区）は、平成29年度に現地
事業効果調査等が実施された。

当該プランは、千種地域の中心地域の荒廃を阻止
し、千種町が共に元気で創造的なまちとなるよう地域
資源等を活用した地域活動の推進を図ることを目的
に策定されているが、中心部のみのプランとなってい
るので、中心部以外の地域についても検討していく必
要がある。
・森林空間を利用したエリアづくりは、特に市外に転
出されている所有者の森林の所有者の理解を得るこ
とが困難となっている。
・小水力発電整備は、取組みを検討している自治会
の財源的な課題などにより具体的な実施スケジュー
ルを示すことが困難となっている。

当該プランは、中心部のみのプランとなっているの
で、今後は全地域に拡充したプランに見直していく。
・森林空間を利用したエリアづくりは、森林所有者の
理解を得ること、特に市外に転出されている所有者
の理解を得ることが困難となっているが、粘り強く理
解を求めるとともに、市有林等実施可能なところから
の事業展開を検討していく。
・小水力発電整備計画は、自治会の財源などが課題
となっていることから、自治会が取り組む中で、関係
機関の支援について調整していく。

拡充して継
続

平成29年８月に総合戦略をより重点化した施策として
「日本一の風景街道づくり」を掲げ、次の取組を実施
している。また、市の補助制度により地域づくり団体
の活動を支援している。
・景観形成につながる森林整備、苗木の育成と配布
・中心市街地活性化の取組支援による町並み再生
・最上山公園もみじ山の整備、広葉樹の植栽
・耕作放棄地の活用を支援
地域風景から生業づくりの検討、他地域の事例研
究、地域団体等への取材
・風景と生業づくり講演会、地域団体等の活動発表

中心市街地活性化として旧城下町の景観を生かした
取組や、棚田で収穫できる米のブランド化、街道沿い
に桜を植樹し、桜並木として地域内外から人を呼ぶな
ど地域において活動の芽がでてきている。

風景と生業づくりにつながる取組を展開する地域団
体等へ聞き取りにおいて、次のような声が聞かれた。
・活動を継続していくための資金繰り（安定した収入
がない）
・活動している担い手の高齢化や事務ができる人材
の不足
・生産した商品の販売ルートの確保、開拓
また、日本一の風景街道づくりのイメージや方向性が
共有できる全体構想や取組を支援する枠組みができ
ていないことから、地域団体の取組がそれぞれ単発
になっており、市全域への広がりがない。全市的に共
有できるコンセプトや方向性が必要だが、「日本一の
風景街道」という大きなイメージと風景と生業を関連
づけるということのみで具体性に欠ける。
農業、林業、商工業、街道、河川、まちづくりなど多様
な業種に関係しているが、市の全体的なコンセプトに
加え、各業種における取組の方向性やめざす姿を共
有していくにあたり、担当部署や各種団体との意識共
有が進められていない。

生業から風景がつくられているということをあらためて
意識するため、現在の風景・生業の写真や情報を地
図上に落とし込み、見える化を進めるとともに、既存
の活動を広げていくことや、新しい風景×生業を生み
出す条件整備（人的・財政的支援など）を進めていく。
こうした取組を全市的に進めるためのコンセプトや方
向性を検討し、庁内の関連部署と協議していく場を設
けていくこと、庁外に発信し、意見を聞いていく場を設
けていくこととする。

拡充して継
続

③
 

里
山
・
田
園
景
観
の
保
全

耕作放棄地
の発生防止、
住民参画型
の里山・田園
景観の保全
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基本施策６

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

市営住宅の
需要把握、計
画的な住宅
環境の整備

平成21年度に策定した平成22年度から10年間の計
画である公営住宅等長寿命化計画に基づき、老朽住
宅の建替え事業を次のとおりに実施している。
（木谷団地10戸・下比地団地14戸・土井久団地10戸・
中山台団地15戸）

入居希望が少ない特定公共賃貸住宅がある。 公営住宅等長寿命化計画を本年度（令和元年度）に
策定する中で、特定公共賃貸住宅の取り扱いを検討
する。 同内容で継

続

住宅整備計
画に基づく
市営住宅建
替え実施率

％ 0.0 0.0 0.0 27.2 55.0 100.0

住宅の耐震
化

住まいの耐震改修促進事業補助金は交付要綱に基
づき予算の範囲内（300万円）で実施している。制度
の周知については、4月に耐震改修パンフレットを全
戸に配布している。
平成29年度実績２件、平成30年度実績３件
平成30年度に県に合わせ個人住宅の危険ブロック塀
等撤去支援補助金を制定し、危険ブロック等撤去に
対する支援を行っている。

住まいの耐震改修促進事業補助金については、年度
により申請件数が増減するため、申請があっても予
算が不足する場合には対応できないこともある。

住まいの耐震改修促進事業補助金は、国の方針や
補助制度に基づき事業を実施する。
個人住宅の危険ブロック塀等撤去支援補助金につい
ては、県の補助制度に合わせ実施し、広く周知を行っ
ていく。

同内容で継
続

地籍調査進
捗率

％ 62.7 64.8 65.4 67.5 69.8 75.7

②
 

公
園
の
整
備
・

管
理

公園施設、設
備の計画的
な整備・維持
管理

公園施設の整備については、平成29年度から平成30
年度でほぼ完了した。（平成29年度　最上山公園トイ
レ新設工事・平成30年度　せせらぎ公園トイレ新設工
事）
最上山公園は平成28年度からモミジ等の植樹を実施
することで、観光資源を拡大している。
都市公園等については、市民の憩いの空間として維
持管理を実施している。

最上山公園は市内最大の集客を誇るの観光資源と
なっており、現在の集客数を減らすことが無いようモミ
ジ等を保持していくとともに、拡充していく必要があ
る。

公園の施設整備は市民の要望や施設の老朽化を観
察しながら計画的に整備していく。
最上山公園の植樹計画については、令和元年度から
３ヵ年でモミジの植樹が完了し、その後、モミジ以外の
樹木の植樹も検討していく。

同内容で継
続

空き家活用
制度による
移住世帯数

世帯
7

（H26）
28 43 63

50
（R1）

-

「空き家バン
ク制度」の取
組みの情報
発信

空き家バンク制度も一定年数が経過して市民に認識
されている中、さらなる情報発信に努めており、物件
登録、利用者登録とも多くの問い合わせ等をいただ
き、成約数も順調に伸びている。

空き家バンク制度そのものは順調に運営できている
が、人口減少、流出もある中、市内の空き家数は増
加している。また、利活用できる空き家の掘り起こし
が十分にはできていないところも見えてきている。

平成30年度実施の空き家調査結果を、利活用できる
空き家の掘り起こしに利用するとともに、令和元年度
に空き家対策等計画を策定する中で、今後の空き家
バンク制度の運用についてもさらに効果的な制度と
なるよう検討していく。

拡充して継
続

契約成立件
数

件
3

（H26）
3 3 5

8
（R1）

-

移住希望者
等の相談体
制の構築

定住促進コーディネーターと職員で移住者宅訪問等
を実施して相談を受けるなど、移住後のフォローに努
めている。

移住された方の交流の場について、県主催の会など
に参加いただいている方はあるものの、市主催の交
流会が開催できてはいない。ただ、移住者の中には、
交流自体を望まない方も多いため、どこまで踏み込
んでいけばよいのか不明なところがある。

定住アドバイザーを設置し、移住者・移住希望者の相
談などについて今以上のサポート、フォローを行うと
ともに、効果的な交流会についても実施していく。 拡充して継

続
通勤・通学
助成件数

件 - 31 51 72
50

（R1）
-

魅力的な定
住促進施策
の推進

農業委員会と連携して農地付き空き家を紹介するな
ど、移住希望者の希望に添える物件を登録できてい
る。併せて、空き家改修等の助成制度を設けるなど、
魅力的な定住促進施策を推進している。また、空き家
を活用して県立森林大学校の学生用シェアハウスを
整備し、学生の定住につながる取組を行っている。

県立森林大学校シェアハウスについて、入居率は
90％を超えており、運営は順調であるが、学生の卒
業後の定住につなげていくために、さらに地域とのつ
ながりを深める取組や学生に宍粟のことを知ってもら
う機会づくりが必要となる。

宍粟わくわ～くステーションとの連携、限られた財源
の中での効果的な助成制度の運用等により、魅力的
な定住促進施策を推進していく。
また、県立森林大学校の学生に向けては、今後も
シェアハウスの適切な運営により良好な住環境を提
供するとともに、育成協議会などを通じて大学校や地
域と連携し、学生の地域行事への参加機会をつくりな
がら、市のイベント情報などの積極的な提供により宍
粟市への関心を高め、卒業後の定住につなげてい
く。

拡充して継
続

二地域居住
希望者を受け
入れる仕組み
づくり

空き家バンク制度において、二地域居住希望者の登
録も進んでいる。

不動産業者との連携は一定できており、特に問題は
ない。

空き家バンク制度に関して、今後不動産業者とより一
層の連携をしていく中で、二地域居住希望者の受け
入れも推進していく。

拡充して継
続

④
 

有
効
な
土
地
利
用

の
推
進

総合的・計画
的な土地利
用の推進

都市計画区域決定・・・昭和27年度
都市計画区域変更決定・・・平成３年度
その後都市計画区域の変更はなし。
都市計画用途地域の決定・・・平成７年度
野地区一部用途変更・・・平成26年度
第1種中高層住宅専用地域から第一種住居地域に緩
和する。
地区計画で建築物を規制する。

平成27年度に長期未着手となる城下山田土地区画
整理事業の変更（イオン周辺以外廃止）による土地利
用及び、28年度の都市計画道路の廃止に伴う道路状
況の変化に応じた都市計画マスタープランの改定が
必要。

長期未着手であった区画整理事業廃止後の土地利
用や都市計画道路の廃止による交通網を今後策定
する都市計画マスタープラン内で検討する。

同内容で継
続

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策６　住環境整備、土地利用の推進

①
 

住
宅
環
境
の
整
備

③
 

空
き
家
対
策
の
推
進

方向性個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割

Ｋ
Ｐ
Ｉ

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策７

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

計画的な生
活道路の整
備

市道改良においては継続路線の整備を進めた。ま
た、県道加美宍粟線の第一期区間は、歩道部分の費
用を市が負担することで、歩道付き道路の整備が完
了した。

予算的な関係もあり計画どおりの取組ができていな
い。
県道加美宍粟線は順調に進んでいるが、予算や用地
の問題から進捗が進まない路線もある。

市道改良においては引続き継続路線の整備を進め
る。
県道加美宍粟線二期工事も一期工事と同様に整備
を行う。

同内容で継
続

ま
ち
づ
く
り

指
標

道路改良率 ％ 59.6 60.1 60.4 60.5 60.2 60.7

道路等施設
の長寿命化

橋梁長寿命化修繕計画に基づき橋梁の長寿命化に
取り組んだ。

今後の予算的な関係で計画どおりの取組が進められ
るか懸念される。

引続き橋梁の長寿命化に取り組む。
また、ひょうご橋守隊を活用し、橋梁点検にかかる経
費の削減を図る。 同内容で継

続

計画的な広
域的道路網
の整備

国県が実施する事業について積極的に資料、情報の
提供を行った。

予算や用地の問題から進捗が進まない路線もある。 引き続き整備推進を働きかける。

同内容で継
続

国県道の整
備推進の働き
かけ

促進協議会等を通じ他市町と合同等で国県道の整
備推進を図るとともに要望活動等を行なった。

中国横断自
動車道姫路
鳥取線の早
期整備に向
けた働きかけ

中国横断自動車道姫路鳥取線整備に伴い、市が担う
道路・水路の整備は全て完了した。

行政の役割
区
分

基本施策７　道路網の整備

国県道の整備にかかる要望活動を重ねても整備が
進まない路線が多い。

引き続き整備推進を働きかける。

同内容で継
続

②
 

広
域
的
道
路
網
の
整
備
促
進

①
 

生
活
道
路
網
の
整
備

方向性個別施策 課題 展開取組の現状

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策８

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

安全で安定し
た水供給

新水源の開発事業（２か所、日量8,000ｔ）を実施し、令
和３年の供用開始に向け事業を継続実施している。

拡充して継
続

水道の有収
率

％/年 85.2 85.8 85.5 85.5 85.8 86.3

上水道施設
の維持管理

計画的な老朽機器の更新事業を実施し、安定した水
道水の供給を行っている。また、補助事業の活用に
より健全な事業運営に努めている。 拡充して継

続

経常収支比
率　（上水
道）

％/年 87.4 93.8 88.2 89.8 100以上 100以上

上水道未接
続世帯への
普及啓発

「広報しそう」を活用して上水道の安全性をPRして
おり、アンケート調査結果においても高い市民満足度
となっている。災害時には上水道への接続が増加し
た。

特になし 「広報しそう」などを通じ、引き続き上水道の安全性を
PRすることで、未接続世帯を含めた利用促進を図
る。 拡充して継

続
下水道接続
率

％/年 92.6 93.1 93.4 94.7 93.8 95.0

下水道処理
施設の適正
管理

計画的な施設更新により安定的な施設運転を実施す
ることで、公共用水域の水質保全に努めている。

機器の老朽化により運転コストの上昇が懸念され、
効率的な機器更新と施設統廃合によるコスト削減が
急務

料金回収率
（下水道）
※下水道の
計上維持管
理費に対す
る使用料の
回収率

％/年 51.5 51.5 52.7 53.3 54.5 57.0

下水道施設
の統合・長寿
命化対策

ストックマネジメント計画の策定及び施設の機能診断
を実施し、計画的で経済的な施設更新を実施してい
る。また、策定中の統廃合計画により施設の最適化
を実施し、健全な事業運営に取り組む。

統廃合計画により施設数の最適化をめざしている
が、施設統合だけでは地理的要因等により条件的に
不利な部分もあり、余剰施設の整理や統合できない
施設の処理方式の見直しなどの検討が必要。
健全な事業運営を図るため、費用に見合う使用料見
直しの検討が必要。

下水道未接
続世帯への
普及啓発

「広報しそう」を活用して下水道の有効性をPRして
いる。

特になし 「広報しそう」などを通じ、引き続き下水道への接続に
ついてＰＲし、未接続世帯を含めた利用促進を図る。

基本施策８　上下水道の整備

同内容で継
続

②
 

下
水
道
事
業
の
推
進

①
 

上
水
道
事
業
の
推
進

方向性個別施策 課題 展開取組の現状

安全で安定した水道水供給のため、施設の耐震化、
老朽配水管の更新及び老朽機器の更新事業など、
計画的に事業を行う必要がある。
施設運営コスト縮減のため施設統廃合を検討してい
るが、各施設の原水取水可能量や施設統合に係るコ
ストから統廃合についての可能性が低く、現状の施
設規模を維持していかざるを得ない。
収支の赤字が続いており、今後の人口減少に伴い給
水収益の減少が見込まれるため、早急な料金の見直
しが必要となっている。

老朽化する水道施設について、計画的な機器更新事
業の実施と、市内60％シェアを占める上寺浄水場の
耐震化を実施する。
継続した長寿命化対策を実施していく必要があり、施
設更新計画を法定耐用年数による計画から宍粟市
独自の更新基準で設定し、将来にわたる事業費の平
準化を図っていく。
　「安定した水道事業経営の実現に向けた提言」の内
容をふまえ、料金の見直しを含め、健全な事業運営
に向けた検討を行う。

施設更新については、今後も計画通りの機器更新を
実施するとともに、統廃合計画に基づき存続する施
設は、長期的な施設利用を前提とした施設本体の長
寿命化を検討していく。また、統廃合だけでなく施設
規模や処理方式の見直しなど、検討できる全ての項
目について検証し、ランニングコストの圧縮を図り、持
続可能な下水道事業をめざす。

行政の役割
区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策９

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

公共交通の
利用促進

バス利用推進員（88人）を委嘱し、地域での利用啓発
を推進した。再編時にはしそうチャンネルでバスの乗
り方動画の放映（H30内容更新）や出前講座を開催
し、利用を促進した。高齢者を対象に運転免許証返
納時にバスチケットを配布した。

自家用車に依存するライフスタイルが根強い本市で
は、バス利用に踏み切れない市民が多く、特に後期
高齢者など、運転に不安を持つ世代を中心に啓発を
引き続き行うことが必要。

定額片道200円という利便性、公共交通の環境面で
の有効性等をPRし、地域で啓発活動を行う。バスに
慣れてもらうため1日乗車券を自治会に配布するな
ど、企画型の体験乗車イベントを推進する。
交通事業者と連携し、学校訪問時の乗車体験などを
通じ、幼稚園・保育所・こども園・小学校で保護者等を
巻き込んだMM（モビリティマネジメント）を推進する。

同内容で継
続

ま
ち
づ
く
り
指
標

路線バス利
用者数
（H28以降）
【延べ】

人/年 166,095 219,071 261,996 276,838 200,000 200,000

市民や利用
者のニーズに
合った公共交
通の整備

交通事業者と連携し、平成29年度から山崎待合所を
中心に循環する路線が運行開始した。令和元年度か
らは地域の意見を取り入れて大幅な再編をし、一部
路線では増便が可能となった。
平成29年度から三ノ宮行高速バスの後面に宍粟市
の観光等のPRプリントを追加で行うほか、平成30年
度からは４便増加の36便（往復）で運行開始するなど
好調。平成28年度より市内観光事業者とタイアップし
500円で乗り放題の１日乗車券を発売開始。交通事
業者の協力により特典付き西播磨ワンデーパスポー
トを発行し、西播磨管内での観光PRを実施した。

週１、２日運行の小型バス路線では利用が少ない路
線がある。市民意見では集落内をもっと細かく運行し
てほしい、毎日運行してほしいという声が多いが、バ
スや運転手といった物理的な課題、安全性の確保の
点から限界がある。車両の老朽化、人件費・燃料費
等の高騰により、今後の財政的負担が増加していく
懸念がある。市内でのバス移動において、観光客の
利便性向上を図るには土日の運行を充実する必要
があるが、慢性的な運転手不足により現実的に難し
い。

限られた資源（車両・運転手）のなかで全てのニーズ
を満たすことは難しく、利用が少ない路線について
は、地域相互扶助による移動手段の確保など、路線
バスに代わる病院や買い物といった生活を支えるた
めの移動の仕組みを構築していく。また、AIデマンド
システムや自動運転など、先端技術の活用について
も研究を進める。
運行事業者と連携し、三ノ宮行高速バスの充実を図
るとともに、乗務員の確保に取り組む。西播磨等の圏
域で、魅力的な特典付きの乗り放題パスポートの発
行を推進する。

同内容で継
続

Ｋ
Ｐ
Ｉ

市内路線ﾊﾞ
ｽ利用者数
【累計】

万人 16.6 38.5 64.7 92.4
5年間で
100.0
（R1）

-

区
分

基本施策９　公共交通の充実

①
 

市
内
公
共
交
通
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
充
実

②
 

市
外
公
共
交
通
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
充
実

方向性個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策10

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

①
 

森
林
環
境
の

保
全

公益的機能
が発揮される
森林づくり

地域の自主
的な森林整
備活動の支
援

針葉樹林と広葉樹林の混交林整備（H28:５件、H29:５
件、H30:４件）や、簡易土留め工などの緊急防災林整
備（H28:284ha、H29:288ha、H30:124ha）により、風景と
しての森林づくり及び公益的機能を発揮できる森林
づくりを進めることができた。

県民緑税活用事業であることから、県の予算により
事業の実施に限りがある。

引き続き、針葉樹林と広葉樹林の混交林整備や、簡
易土留め工などの緊急防災林整備により、風景とし
ての森林づくり及び公益的機能を発揮できる森林づく
りを進める。 同内容で継

続
広葉樹転換
面積

ha/年 8 - 9.23 8.10 10.4 12.4

協働による河
川の環境美
化活動

市民や地域、関係機関との協働により、河川の環境
美化活動に取り組んだ。 揖保川水質

状況（ＢＯＤ
値）

mg/ℓ 2.0以下 2.0以下 2.0以下 2.0以下 2.0以下 2.0以下

揖保川・千種
川の水質維
持

揖保川・千種川（調査箇所25箇所）の水質状況を定
期的に調査し、適正な水質の維持に努めた。 千種川水質

状況（ＢＯＤ
値）

mg/ℓ 2.0以下 2.0以下 2.0以下 2.0以下 2.0以下 2.0以下

景観や親水
にも配慮した
河川整備

せせらぎ公園の整備、河川維持修繕においては護岸
に石積を用いた工法を積極的に採用した。

護岸修繕において石材の現場採取が困難な場合は
環境保全型ブロックを採用したいが、コストが高くな
り、通常ブロックを使用することが多い。平成30年７月
豪雨により被災したせせらぎ公園の復旧が必要。

河川、ダム、ため池などの水辺空間の整備につい
て、原則、環境に配慮した工法を取り、親水機能を高
める。せせらぎ公園の改良復旧時には耐久性の向上
を図る。

同内容で継
続

環境教育を
実施した小
学校数

校/年 17/17 13/13 13/13 13/13 14/14 全校

環境に関する
教育や学習

環境市民団体への補助を実施し、総合学習授業の
一環として全小学校において、環境教育授業が実施
されている。（H30 43回実施)

継続するために、後継者の育成が必要になる。 同内容で継続して取り組む。

同内容で継
続

環境保全活
動のリーダー
の育成

環境保全活動のリーダー、省エネに関する情報提
供・啓発活動
(1) 森と水の地球環境大学の開催 年３回実施
(2) エコフェスタ
　　エコな未来を創造する市民の会と協働し、自然環
境・再生可能エネルギーをテーマにイベントを開催
し、市民の環境への関心の向上に向け取り組んだ。

森と水の地球環境大学を開催しているが、講師依
頼、集客に苦慮している。また、市民の環境への意識
がまだまだ低いことから環境リーダーの育成までには
至っていない。

森と水の環境大学については、回数の見直しを行い
１回に支払う講師謝礼の見直しを行い、集客増をめ
ざし、環境教育の推進に取り組んでいく。

新たな制度
に見直して

実施

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策10　自然環境の保全

市民や地域、関係機関の協力で、河川の環境美化に
取り組めているが、今後は人口減少や高齢化により
参加者の減少が懸念される。
また、大きなごみや収集困難な場所など、ボランティ
アによる収集が困難なところもある。
河川の水質検査については、旧町の調査地点で実
施しており、均等な採水箇所を検討する必要がある。
 
　

市民の環境美化意識の向上のため、各地域で行わ
れるクリーン作戦等への物資提供（ごみ袋）と収集さ
れたごみの運搬支援を行う。
ごみの持ち帰り運動の推進及び市外からの入込客へ
のポイ捨て禁止の啓発周知に努めていく。また、河川
の水質維持を図るとともに、環境美化に繋がる新た
な施策についても検討していく。

同内容で継
続

行政の役割

③
 

環
境
教
育
の
推
進

②
 

水
辺
空
間
の
保
全

方向性個別施策 課題 展開取組の現状

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策11

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

５R活動の推
進

廃棄物の抑制と再資源化を推進するため、平成30年
度より資源物のコンテナ収集を実施した。 市民１人１

日あたりの
ごみ排出量

g/日 710.0 723.2 754.7 802.1 730.2 667.7

資源ごみのリ
サイクル方法
等の周知

市広報やホームページ等を利用して５Ｒ（Refuse・
Reduce・Reuse・Repair・Recycle）活動を推進した。袋
方式から資源物コンテナ回収への移行に伴い、「家
庭ごみの分け方出し方ガイドブック」を改訂した。

ごみ再資源
化率

％/年 17.5 25.1 25.0 23.7 33.3 34.2

適正なごみ分
別に向けた啓
発

適正なごみ分別に向け、資源物のコンテナ回収実施
に伴う自治会説明会や出前講座において積極的に
啓発を行った。分別等が困難な高齢者家庭などは個
別回収も実施している。

効果的・効率
的な収集運
搬体制の構
築

家庭から排出される一般廃棄物や資源物の収集運
搬体制について、より効果的・効率的な収集の構築
のため検討を重ねた（ペットボトル及び不燃ごみ並び
に粗大ごみの回収頻度、方法）。可燃ごみの週２回収
集をモデル地区において夏季限定（H30.７月～９月）
で行い、該当地区においてアンケート調査を実施し
た。

ごみ処理施
設の適正な
運営・管理

にしはりま環境事務組合を構成し、にしはりまクリー
ンセンターにおいてごみ処理を実施し適正な処分に
努めた。
宍粟北残渣最終処分場については、適正な管理と運
営に努めた。

行政の役割

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策11　資源循環型社会の構築

地域住民のリサイクル意識の向上（ごみ再資源化率
30％未達成（H29 25.0％））。
平成30年度から開始した資源物コンテナ回収におい
て、袋方式からコンテナ方式への移行自体は概ね周
知できたと考えられるが、各資源物回収ステーション
で不適切な分別や未洗浄の資源物またはダンボー
ル等の未結束等の理由により、回収不可能な資源物
が散見される。
かねてから要望のある可燃ごみ週２回収集につい
て、実態としてどれだけのニーズがあるか調査が必
要と考える。加えて、収集エリアの見直しや収集体制
の検討が必要である。また、モデル事業において可
燃ごみ週２回収集を実施した期間中、可燃ごみの排
出量が19%程度増加した。

ごみの減量化のため、食品ロスの削減に向けた生ご
みの水切り、食べきり、使い切りを推進していく。
資源物回収ステーションの円滑な運用のため、市広
報やホームページ並びに職員出前講座等を活用し自
治会等を通じ市民に向けて啓発していく。また各自治
会の資源物回収ステーションの状況によっては、個
別に注意喚起のチラシ等の掲示等行う。
可燃ごみの週２回収集について収集エリアの見直し
等調査検討し、幅広く市民からの意見を聴取してい
く。それらを踏まえ、令和２年度以降の可燃ごみ週２
回収集のあり方について方向性を示していく。
また、SDGs（持続可能な開発目標）に資する資源の
循環への取組を進める。

同内容で継
続

②
 
ご
み
の
適
正
処
理
・
管
理

①
 
ご
み
の
減
量
化
の
推

進

方向性個別施策 課題 展開取組の現状
区
分

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策12

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

再生可能エネ
ルギーに関す
る情報提供、
啓発活動

市広報において再生可能エネルギー利用促進補助
金事業を周知するとともに、エコフェスタ・森と水の環
境大学を実施し、再生可能エネルギー等の情報発信
を実施した。

補助金制度を幅広く市民にＰＲしていく必要がある。 引き続き、市広報等において再生可能エネルギー利
用促進補助金を周知するとともに、エコフェスタ・森と
水の環境大学を実施し、再生可能エネルギー等の情
報発信を実施する。

同内容で継
続

ま
ち
づ
く
り

指
標

再生可能エ
ネルギー自
給率

％/年
28.8

（H25）
41.4
(H27)

47.9
(H28)

56.0
(H29)

44.3 57.1

地域主体の
再生可能エネ
ルギー事業
への支援

再生可能エネルギー利用促進補助金
(1) 太陽光発電
　　環境基本計画のエネルギー自給率70％を概ね達
成したこと、また、住宅太陽光設備導入費用が大きく
下がっていることから、個人(市民)向けの補助は、平
成31年３月31日をもって終了した。（自治会向けにつ
いては、地域活性化を後押しするため継続実施）
(2) 小水力発電
　　自治会等を主体とする小水力発電は実現できて
いないが、地元自治会の現地調査及び説明会への
職員派遣を行い、事業推進の支援を実施した。
(３) 木質バイオマス促進（ペレット・薪ストーブ、木質
燃料製造装置）導入補助。

(2)小水力発電
　市の補助金、県の融資制度があるが、総事業額が
数千万円から１億円程度見込まれること、また自治会
主体での起業、事業管理となることから、組織内にお
いて合意形成に苦慮されている。
(3)木質バイオマス促進
　石油暖房機器に対し、イニシャルコスト、ランニング
コストとコストが割高になること、また、薪ストーブペ
レットストーブは部屋での備え付けとなることや日々
の清掃・灰処理など手間ががかることから、一般家庭
での普及が進んでいない。

(2) 小水力発電
小水力発電においては、今後も自治会、兵庫県、関
係各所との連絡を密にするとともに、再生エネルギー
を取り巻く情勢、制度を注視し自治会の起業に向け
た支援を継続する。
(3) 木質バイオマス促進
ペレットストーブの市民の認知度が低いことから、公
共施設における利用促進により認知度の向上に努め
るとともに、ペレットの需要の安定を図り、ペレットの
価格抑制に努める。

同内容で継
続

Ｋ
Ｐ
Ｉ

市域のエネ
ルギー自給
率

％
28.8

（H25）
41.4
(H27)

47.9
(H28)

56.0
(H29)

42.0
（R1）

-

公共施設へ
の計画的な
再生可能エネ
ルギーの導
入

公共施設にペレットボイラーを導入し、市内における
ペレット供給の促進・PRを図った。また、公共施設の
屋根を太陽光発電設備設置個所として民間事業者に
貸し出すことで再生可能エネルギーの普及促進を図
ることができた。

公共施設にペレットストーブを導入しているが、コス
ト・手間から使用量が年々低下している。

引き続き、公共施設への再生可能エネルギーの導入
を検討する。

同内容で継
続

省エネに関す
る情報提供、
啓発

広報や生涯学習の場における省エネに関する情報提
供や啓発活動を実施した。

省エネに関する情報提供を充実し啓発に努める必要
がある。

同内容で継続して取り組む。
同内容で継

続

行政活動に
おける省エネ
推進

電力量削減を図るため、電力使用の多い空調室外機
について、平成30年度に一部の部品を省電力部品に
交換するオーバーホールを実施した。（H31年１月より
稼働）

照明機器については一定の管理ができているが、空
調機器についてはその年の気候や気温に大きく左右
されるため、計画的な管理が困難なものとなってい
る。また、職員へは、冷房等の運用について周知して
いるものの、省エネ意識の浸透が徹底できていない
部分も見受けられる。

今後、庁舎設備を更新、修繕していく際は、省エネ性
能評価についても考慮する。

同内容で継
続

環境負荷の
少ない製品の
調達・活用

電気自動車を平成27年度に２台、平成28年度に１台
導入した。（現在、３台保有）
これにより、環境保全の面では、電気自動車は排気
ガスの排出がないため、導入することにより大気汚染
の防止につなげている。

電気自動車とガソリン車を比較すると、比較燃費は電
気自動車が１kmあたり約７円安くなっているが、導入
費用は倍以上の差がある（電気自動車約200万：ガソ
リン車約90万）。年間約9,000kｍの走行があり、
63,000円程度の経費削減にとどまり、財政的な面か
らは電気自動車の導入についてはデメリットが大き
く、また、充電時間の長さ（約4.5時間）、走行可能距
離の短さ（120km程度（冬季の暖房使用時は60km程
度））の課題もある。

今後も電気自動車の使用頻度を上げるよう職員に対
し促していく。また、財政面、運用面での課題はあるも
のの、環境保全の面では、電気自動車は排気ガスの
排出がなく、大気汚染の防止につながるため、当面
は現行の台数により運用していく。 同内容で継

続

区
分

成果指標

指標 単位
実績値 目標値展開

基本施策12　再生可能エネルギーの活用

②
 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
推
進

①
 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
導
入
促
進

方向性個別施策 課題取組の現状行政の役割

16



基本施策13

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

防災に対する
啓発活動、
「ひょうご防災
ネット」への加
入促進

広報紙への記事掲載、出前講座、総合防災訓練、自
主防災組織ごとの防災訓練、学校を通じた保護者へ
の周知などでの住民への周知等を行い、災害時の情
報入手の手段の一つとして「ひょうご防災ネット」への
登録を促した。また、防災意識向上のために啓発用
冊子「家族防災会議」を発行し出前講座などで周知
等を行った。（出前講座H28：３件、H29：４件、H30：３
件）

災害等の発生で、防災ネット登録者は増加したもの
の、防災ネット自体を知らない住民も多くあることか
ら、今後の引き続きの周知と登録促進が課題であ
る。また、災害時に避難情報を出しても実際に避難す
る人が少ない。

引き続き、広報紙による防災対策の啓発、出前講座
での「家族防災会議」の周知をするとともに、住民を
はじめ自治会や各種団体等へ、「ひょうご（しそう）防
災ネット」により市等の緊急情報を発信していることを
引き続き周知し、加入者の増加を図る。

同内容で継
続

ひょうご防
災ネットの
加入者数
【累計】

人 3,272 4,671 4,961 5,386 4,500 6,000

自主防災組
織の活動支
援

防災訓練やマップづくり講習会等を開催して防災意
識の向上を図った。また、自主防災活動促進事業等
の補助制度を継続し、自主防災組織への支援を行っ
た。（マップづくり講習会H28：52団体、H29：53団体、
H30：18団体）

災害等の発生により各自主防災会での防災マップな
どの整備が進んでいるが、地域によって温度差があ
る。

マップづくり講習会や防災訓練、補助制度を継続し
て、自主防災組織の防災意識の維持・向上に努め
る。また、自治会への出前講座や小学校等への防災
指導などへの啓発活動などの充実を図る。

同内容で継
続

自主防災
マップ・防災
台帳作成団
体数【累計】

団体 40 83 119 137 155 155

災害時要配慮者名簿を定期的に更新し、発災時に迅
速に対応できるよう備えている。
避難行動要支援者名簿を管理し、個人情報の提供に
同意が得られた場合には、自主防災組織等と情報共
有するとともに、災害の恐れのある時には名簿情報
をもとに安否確認を行っている。
避難支援プランの未作成者に対しては、保健師等が
訪問し個別に対応をしている。

現行の避難行動要支援者へは一定の支援を行える
体制ができている。
ただし、平成30年７月豪雨の被害者に高齢者が多
かったこと等を踏まえ、避難行動要支援者の対象範
囲の見直しや要配慮者に対する避難のあり方を再度
協議すると同時に、福祉専門職や自主防災組織等と
連携した支援の仕組みを検討する必要がある。

災害時に地域と行政が連携して迅速かつ適切な対応
ができるよう、以下のモデル事業を検証しながら要配
慮支援の仕組みを見直す。
令和元年度に「防災と福祉の連携促進モデル事業」
として、以下の内容により、市内１地区で、福祉専門
職と連携し、自主防災組織等による個別支援計画の
作成等に取り組む。
・自主防災組織及び住民に福祉理解研修を実施
・福祉専門職を含めた関係者によるケース会議を開
催し、個別支援計画を作成
・防災訓練により、作成した個別支援計画の内容を検
証
・避難行動要支援者の範囲の見直し
・災害支援等関係者への名簿情報の提供に係る法
制上の措置等の検討
・自主防災組織等による個別支援計画の作成

拡充して継
続

防災計画に基づいて、福祉部局により要援護者台帳
の作成と警察・消防等関係団体との情報共有を行っ
た。

個人情報保護が優先され、支援に必要な情報まで得
ることが難しくなっている。また、地域コミュニティの希
薄化が進み、隣人の家族構成や家庭事情などの情
報収集が困難になっているため、その対策が必要で
ある。

福祉部局において要配慮者の名簿作成が行われる
ことから、自主防災組織や民生委員・児童委員、警察
署、消防署など、関連機関への情報提供を促す。ま
た、要配慮者の定義など、防災計画の見直しを福祉
部局と連携を図りながら行う。

同内容で継
続

山地災害箇所における治山施設の設置や治山施設
の流末水路を計画的に整備することで、森林の公益
的機能の回復とともに地域防災機能の向上が図れ
た。

治山施設の設置は県の補助認定が前提であり、県の
予算枠に限りがあるため地域の要望のとおりに事業
を実施できていない。

急傾斜崩壊対策事業、砂防事業において、県と連携
し事業推進に努めた。

県への実施要望等、事業化に向けた要望を行なって
いるが、予算的なことでなかなか事業化までに年数を
要する。

近年の集中豪雨や地震等の災害で、住民の生命や
財産、公共施設にも甚大な被害が頻発しており、総
合的な防災・減災対策をすることで安全確保を図るこ
とが求められている。本市では、平成25年度のため
池の耐震整備計画に基づき８池の整備に着手してお
り、現在、さらなる安全確保のための選定を進めてい
る。

平成30年７月豪雨において、農業関係でも多くのため
池が被災したことを受け、「防災・減災、国土強靭化
のための３か年緊急対策」が、平成30年12月14日閣
議決定された。これにより国の新たな選定基準に則し
て、防災重点ため池を再選定することが必要となって
いる。
令和元年度以降には、宍粟市ため池の保全等に関
する推進方針を定め、広く住民に周知していくととも
に、「ため池保全推進計画」を作成し、要改修と判定
したため池や管理・利用実態のないため池等を、改
修または廃止の整備工事を計画していくことが必要
である。

　国（県）の定める判定基準により重点整備ため池を
指定し、ため池の整備計画書を作成することで地元
における防災意識の向上と事業実施方策を樹立でき
ており、整備計画書のもとに緊急性の高いため池か
ら計画的に改修整備を図っていく。

拡充して継
続

あらゆる危機
に備えた危機
管理体制の
整備

弾道ミサイル攻撃や大規模テロ等の国民保護事案に
対応するために全国瞬時警報システム（J-ALERT）
の更新や国民保護計画の見直し、また感染症対策等
の危機事案に対しては、関連部局と国・県が連携し、
対策手順の確立とそれに基づく訓練の実施を行っ
た。

想定される緊急事態への対策を事前に講じることが、
被害を最小限にとどめる最良策である。しかしなが
ら、その必要性や重要性について各部局へ周知徹底
ができなかった現状がある。業務にはそれぞれ専門
性があり、各部局職員によるリスクマネジメントが重
要となるため、職員の危機管理に対する意識向上が
課題である。

各部局における危機事案発生時の体制構築、情報
伝達方法の確立と専門講師を招聘して勉強会を開催
するなど、職員の知識及び防災意識の向上を図る。

同内容で継
続

各種マニュア
ルの整備

危機事象を明確化し、各部局に対してマニュアルの
作成を働きかけた。

平時の業務の多様化に伴い、危機事象に対する方
針が検討されていない現状がある。また、危機事象
の発生に伴う業務継続に関する方針を検討する必要
がある。

各部局におけるマニュアル作成の必要性等を説明し
危機意識向上を図る。また、各部局において業務継
続計画に関する研修を行い、業務継続計画の策定を
進める。

同内容で継
続

治山、治水対
策

区
分

基本施策13　防災体制の充実

引き続き兵庫県に要望する。

取組の現状行政の役割

同内容で継
続

実績値

ま
ち
づ
く
り
指
標

医療・福祉関
係機関や自
主防災組織
などとの情報
共有

目標値

②
 

危
機
管
理
対
策

①
 

地
域
防
災
体
制
の
充
実

方向性個別施策 課題 展開

成果指標

指標 単位
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基本施策14

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

消防施設、消
防車両、消防
資機材などの

配備

消防団車両については、20年を目途に更新してい
る。また、長期間や連日出動に備え特に出動回数が
多くなる班長以上の団員に２着目の活動服の貸与を
行う。

平成29年３月12日以降に普通自動車免許を取得した
団員は、3.5t以上の消防車両を運転できない課題が
ある。 消防団員数 人 1,647 1,599 1,536 1,483

現状値
を維持

現状値
を維持

消防団組織
の維持、体制

強化

消防団員の減少や、サラリーマン化が進む中で、緊
急時の出動体制を確保するため、部の枠組みを超え
て、出動できるよう体制の整備を進めている。また、
基本団員だけでは、出動体制の確保ができなくなって
きていることから、機能別団員制度の導入についても
検討を進めている。
団員の確保対策としては、平成27年度より男性を消
防団員に限定した婚活イベントを開催し、出会いの場
を設け、市内での結婚に繋がる取組みとして、より地
域に根付いた活動が行えるよう実施しており、54組の
カップル成立、７組の成婚に繋がっている。
婚活イベントによるカップル成立数（H27:17組、H28:16
組、H29:17組、H30:４組）

人口減少、高齢化やサラリーマン化により消防団員
数の現状維持は困難な状況である。特に火災時の平
日日中の出動体制の確保が大きな課題となってい
る。
また、活動が多種多様であり、団員にかかる負担も
大きいことも減少している原因になっているのではな
いかと考える。しかし、現場において安全を確保した
活動を行うためには、日頃の機具点検や訓練等が不
可欠である。

応急手当講
習受講者数
【延べ】

人/年 1,781 1,039 2,000 2,387 1,800
H32より

増加

救急体制の
充実強化、救
命救急士の

養成

高規格救急車の導入・更新を図り、６台（非常用１台
含む）の救急車を配置し、宍粟消防署所の救急車が
出動中の場合は、たつの消防署新宮分署や佐用消
防署等からの救急出動により対応している。救急救
命士の養成・教育については、救急業務高度化推進
計画に基づき実施しており、毎年１名の新規救急救
命士養成を図ると共に、２年間で128時間（病院実習
含む）の教育を実施し、技術・知識の向上を図ってい
る。

普通救命講
習受講者数

人/年 461 356 330 355 600
H32より

増加

救命講習会
の開催

救命講習会は、自治会員、各種事業所及び学校関
係を中心に実施し、その場に居合わせた人ができる
応急手当（救命処置）の指導並びに「突然の心停止を
防ぐ」ための講話を行っている。

火災による
死者数

人/年 1 0 0 0 0 0

AEDの利用促
進に向けた環

境づくり

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の配置場所について
は、西はりま消防組合「救命ステーション登録事業」
により、71施設（公共施設等）に登録していただき「Ａ
ＥＤ標章」の掲示及び西はりま消防組合ホームページ
に掲載（地図あり）し、設置場所の周知を図っている。

防火意識の
啓発

自主防災会が実施する消防訓練等の機会を捉え、地
域住民に対し直接的に防火・防災指導を行っている
ほか、消防車両による巡回（レッドパトロール）及び広
報媒体を活用した火災予防広報等、間接的な防火・
防災指導にも注力している。

立入検査の
実施、違反施
設に対する是
正指導の実

施

工場や店舗等の防火対象物及びガソリンスタンド等
の危険物施設に対し定期に立入検査を実施し、法令
違反を認めた場合は早期に是正させるほか、消防用
設備等及び危険物関連設備の維持管理状況等の
ハード面、防火管理及び保安管理状況等のソフト面
の両面から、必要な指導を行っている。

火災予防の
普及

上記の訓練指導時をはじめ、市・町の防災訓練など
のイベントの機会を捉え、広く地域住民に対し住宅用
火災警報器の必要性及び有効性等について説明し、
未設置宅への早期設置指導、また設置宅への維持
管理指導を継続している。

②
 

救
急
・
救
助
体
制
の
強
化

①
 

消
防
体
制
の
強
化

方向性個別施策 課題行政の役割
区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策14　消防・救急体制の充実

現在各支団からの課題の洗い出しをしているところで
あリ、団員の確保のため、団員の負担軽減、処遇の
改善、また分団や部の再編、団員の確保対策等の目
標を整理し、５年、10年先を見据えた形で、組織だけ
でなく施設整備や装備品等についても、市、団本部で
連携して検討を進めていく。　また、令和元年度より
消防車両の運転を支援するための運転免許取得に
関する補助制度を創設する。

同内容で継
続

同内容で継
続

突然、心臓や呼吸が止まった場合、住民（その場に
居合わせた人）により救命処置（心肺蘇生・ＡＥＤの使
用）が行われたほうが、行われなかったときより生存
率や社会復帰率が高いことがわかっている。救急車
が到着するまでのあいだに住民による救命処置実施
率は高いとは言えないことから、救命処置の重要性
を再認識していただくと共に、受講年齢層に応じたよ
りわかりやすい指導に努める必要がある。
また、心肺蘇生法講習（胸骨圧迫）は、概ね10歳以上
から受講できることになっており、学童期から命の大
切さや救命処置の知識・技術を身につけることによっ
て、人の命を救うという勇気を養うと共に、将来に向
けて救命処置に対する認識を高める必要がある。

教職員を対象とした応急手当普及員講習を実施し、
普及員は消防職員と共に、小学６年生や中学生を対
象とした救命講習会を実施していく。
応急手当普及員講習の実施や学童期からの講習
は、担当部局や教職員の理解が必要であるので検
討・調整を図っていく。

展開取組の現状

同内容で継
続

住宅用火災警報器の設置が住宅火災から尊い命を
守ることは明らかであり、消防署としてはこれからも
設置率とともに条例適合率を向上させるために、各種
防災訓練や広報誌、しーたん通信によるPR、出前講
座による訓練指導時やレッドパトロール（消防車両）
による広報活動を継続して実施する。
また、10年経過後の取替や新規購入に際しても、住
宅用火災警報器の連動型（出火部屋の警報器とそれ
以外の部屋の警報器も作動）の設置を推奨する。

住宅用火災警報器の設置義務化から10年が経過し、
全国的にも普及活動が展開され、平成30年６月１日
時点の全国の設置率は81.6％となっており、宍粟消
防署でも各種防災訓練や広報誌、しーたん通信など
を通じて設置促進を図り、平成30年度の調査では設
置率が89.6％と全国平均を若干上回っている。ところ
が、条例適合率（条例に基づき設置が義務となる場
所に設置できているか）は25％と設置はしているが、
設置が義務となる場所（寝室、台所、寝室が２階にあ
る場合は階段など）全てに設置していない等の問題も
生じており、住宅用火災警報器に対する正しい知識
を啓蒙していく必要がある。

③
 

予
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対
策
・
意
識
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活
動
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進

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策15

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

地域ぐるみの
交通安全運

動、意識啓発

交通安全については、啓発を継続し市民の意識を変
えることが最も効果的であるため、交通安全運動期
間中に限らず、期間を設定し広報、啓発活動を行っ
た。

同内容で継
続

交通事故発
生件数

件/年 1,430 1,144 1,241 1,083 1,381 1,183

交通安全教
育の充実

交通安全教室実績
H28　中学校　５回、小学校　13回、幼稚園、保育所
107回、高齢者等　 ６回
H29　中学校　６回、小学校　13回、幼稚園、保育所
92回、高齢者等　32回
H30　中学校　８回、小学校　13回、幼稚園、保育所
91回、高齢者等　45回
自転車教室として、中学生向けに交通事故を疑似体
験するスケアードストレイト交通安全教室を平成29年
度より実施した。　　H29　１校、H30　２校
平成29年度より運転免許自主返納促進事業を新設
し、高齢者が自身の運転について家族と一緒に考え
てもらい、返納を決断された時には、公共交通利用の
支援を行っている。
H29　事業申請者　　103人、　H30　事業申請者
131人

同内容で継
続

刑法犯罪認
知件数

件/年 221 182 176 149 199 177

②
 

交
通
安
全
施

設
の
整
備

通学路の点
検

危険箇所の
安全対策

交通安全設
備の整備

通学路の合同点検等を行い、対策が必要となった箇
所について、学童注意看板の設置や路肩のカラー舗
装等により、ドライバーに注意を促す対策や防護柵の
設置を行なうなど、要対策箇所の整備を進めている。

交差点安全施設整備については、道路幅員狭小箇
所などにより設置できない箇所も多数ある。また、想
定外の事故に対する安全対策は難しい。

事故事例等を参考に、交通安全施設の点検を行い危
険箇所に対する整備を進める。

同内容で継
続

消費者相談
による契約
被害防止率

％/年 17.1 30.6 35.9 39.1 20.1 22.6

③
 

防
犯
対
策
の
充
実

地域による自
主防犯の活

動支援、警察
等と連携した

防犯活動

防犯灯や防
犯カメラの設

置促進

補助事業実績
H28　防犯カメラ　12基、　防犯灯　56基
H29　防犯カメラ　11基、　防犯灯　81基
H30　防犯カメラ　13基、　防犯灯　50基

防犯灯、防犯カメラの設置促進により、犯罪抑止効果
は出ているが、振込め詐欺等の特殊詐欺は頻発して
いる状況である。
そのため、各個人の防犯意識、また、地域の防犯意
識の向上を図り被害防止に努めていく必要がある。

市民全体の防犯意識向上を行うには、粘り強く啓発
活動を行うことが効果的である。犯罪を身近なもとの
捉え、各個人には、「自らの安全は、自ら守る」、また
各地域には、「地域の安全は、地域で守る」という意
識を持ってもらえるよう、関係機関と連携し啓発活動
を行っていく。

同内容で継
続

消費生活に
関する啓発、

情報提供

地域団体との連携により実施したことで効果的な事
業展開を図り、被害の未然防止につなげることができ
た。また、エンディングノート作成セミナーなど、ライフ
ステージに応じて興味関心の高いテーマを取り上げ
た啓発事業を展開した。さらに、消費者としての意識
と自覚を促す「消費者市民社会」の形成に向けた消
費行動の社会的影響力について広く周知を図った。

出前講座など啓発事業については、地域単位や学校
単位で開催することが多い現状であるが、地域から
の要望などの状況により、地域毎における事業の開
催頻度に差異が見られる。広域である本市の状況を
鑑み、限られた啓発事業の開催回数要件などの中に
おいても、市内均等に実施できるよう地域団体等との
調整を含めて改善に努めていく必要がある。

出前講座など過去の開催実績を振り返り、啓発活動
が十分でなかった地域もしくは世代を洗い出し、優先
的に事業を実施することで均一性の確保に取り組
む。また、消費者が単に、受け身の立場で「買う・買
わない」を決めるだけでなく、自分がこの商品を買う
（この事業者と取引をする）ことが、相手方の事業者
だけでなく経済や環境などにも影響を与えることの意
識と自覚を促す「消費者市民社会」の形成を目的に、
消費行動の社会的影響力についてさらなる周知を図
る。

同内容で継
続

相談しやすい
窓口づくり

相談窓口の利便性向上を目的に相談機能を宍粟防
災センターへ移転（平成29年10月）するとともに、消費
生活相談員の相談対応のスキルアップや、県内市町
と相談事例についての情報交換を行い、相談が多い
事例等について研究を深めるなど、相談体制につい
てハードとソフトの両面から充実に努めた。また、相
談窓口に直接出向くことが困難な住民への対応とし
て「消費者ホットライン188」について積極的な周知を
行った。

誰でも気軽に相談できる体制づくりの一環である「消
費者ホットライン188」の周知を進めているが、一方で
相談窓口自体については、市内遠方の住民に対して
身近な存在となり得ていないことを危惧する。電話相
談のほか、ＦＡＸ・メールなどによる相談体制を充実さ
せることで、より身近で相談しやすい窓口となるよう改
善に努めていく必要がある。

「消費者ホットライン188」の周知については、市広報
紙への記事掲載など情報発信ツールの積極的活用
と併せて、民間商業施設など多くの市民が集まる場
所での周知キャンペーンの活動に取り組む。また、消
費生活相談体制の充実を図るため、相談員及び担当
職員は研修への参加や知識の習得に努めるなど研
鑽を重ね資質の向上を図る。

同内容で継
続

基本施策15　防犯・交通安全の推進

④
 

安
全
な
消
費
生
活
の
確
保

①
 

交
通
安
全
啓
発
の
推
進

特に交通安全については、宍粟市民全体を通して
「車優先」の意識が強く、歩行者に優しい運転また、
ゆとりを持った運転ができていないことが事故発生に
繋がっている。
免許証返納については、地域特性を踏まえると強く推
奨はできず、家族を含めた理解の浸透が必要。

市民全体の交通安全意識向上を行うには、粘り強い
啓発活動が最も効果的であると考えることから、これ
までのとおり、関係団体や地域と連携しながら、重点
的に取り組む目標等を明確にして啓発活動に努めて
いく。
令和元年度　交通安全重点取組目標「横断歩道での
歩行者等優先」
高齢者に対しては、「免許の自主返納」だけでなく、免
許が手放せない方に対して、安全運転サポート車（サ
ポカー）の普及、啓発を目的として、サポカー体験会
を警察と連携し各地区単位等で実施していく。

個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割 方向性

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標
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基本施策16

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

出会いの場
の創出

社会福祉協議会に委託している出会いサポート事業
については、結婚相談員の支援が成果を上げてお
り、毎年複数の婚姻に繋がっている。出会い応縁事
業については、毎年２回の交流会を実施し、交流会
に併せて、身だしなみ、話し方、意識の持ち方などの
セミナー開催し、カップルの成立の実績もあった。
◆出会いサポート事業
　イベントカップル成立数
H28：14人　H29：14人　H30：20人
　結婚相談所お見合い成立数
H28：５人　H29：５人　H30：３人
◆出会い応縁事業
　カップル成立数
H28：10人　H29：10人　H30：７人

出会い応縁事業については、結婚に繋がった例が無
く、交流会においてその場でカップルになっても、初対
面で連絡先を交換するだけでは、その後に交際に繋
がることは稀であり、実施方法の見直し等の検討が
必要。出会いサポート事業について特に課題は無
い。

出会い応縁事業については、イベント的な要素があ
るため、結婚相談員によるフォローアップが無いた
め、成婚に繋がらないことが考えられ、成果を望める
実施方法に転換できるよう、事業のあり方について見
直す予定である。出会いサポート事業については、こ
れまで同様に事業を継続する。

同内容で継
続

出生数 人/年
269

（H25）
219 222 199

現状値
を維持

276

結婚、妊娠、
出産、子育て
に関する知識
と情報の提供

母子健康手帳交付時、新生児訪問時、乳幼児健診
時等パンフレット等を用いながら情報提供を行った。
また、平成31年２月から子育てアプリを導入し登録者
（H31.３末で350名）に、子育て、健診、予防接種等の
情報がタイムリーに届けることができるようになった。

妊娠前から妊娠や出産、子育て等の情報提供が行え
ることが望ましいと思うが、対象者がほしいと思う情
報の適時提供は十分ではない。命の授業として中学
生対象の教室（性教育含む）を実施している。情報を
分かりやすくタイムリーに発信するため、子育てアプ
リのさらなる有効活用が必要である。

妊娠から出産、子育て期については切れ目のない支
援が行えているが、絶えず、対象である妊産婦、保護
者等からの意見等の把握に努めながら、必要な支援
について検討をしていく。また、子育てアプリを有効活
用し、多くの子育て中の人に的確な情報発信が出来
るようにアプリの登録者数を増やすとともに、より興
味がある情報の発信を増やす。

同内容で継
続

この地域で
子育てをし
たいと思う
親の割合

％/年 91.1 96.2 97.4 97.4 93.0
H32より

増加

子育て支援セ
ンターの充実

子育て支援センターは旧町単位の４か所に設置しそ
れぞれで、また、合同で親子の交流が行えるようにし
ている。

子育て支援センターの利用実人数の減少は出生数
の減少にともない避けられない状況である。対象者
が参加しやすい状況を工夫し、在宅の乳幼児の利用
率の増加をめざす必要がある。

認定こども園での子育て支援との連携、各子育て支
援センターの連携等子育て支援を行っている様々な
部署との連携を深め、効率、効果、利便性等を検討し
ながら、子育て世代の支援が子育て支援センターに
よってさらに充実するように努める。

同内容で継
続

ファミリーサ
ポートセン
ター会員数

人 230 242 241 240 259 286

母子保健事
業の充実

母子健康手帳交付から就学前くらいまでの子育て期
にある親子全員に対して切れ目のない支援を行うよ
うに担当保健師が継続して関わっている。経済的な
支援として特定不妊治療費、妊婦健康診査費～１か
月児健診の費用の助成、乳幼児健診を実施し必要な
場合は相談事業等へつなげるなどの継続した支援を
行った。

母子健康手帳交付時にその子どもの担当保健師を
決めて、切れ目のない支援が行えるようにしており、
妊娠、出産等に係る経費の助成も充実させている。

切れ目のない子育て支援が行えるよう関係機関との
連携等充実させるとともに、担当者や当事者からの
要望等絶えず把握しながら母子保健事業のさらなる
充実に向けて検討していく。 同内容で継

続
学童保育利
用者数

人/年
301

(私立を
含む)

344 358 361 330 330

ひとり親家庭
への支援の

充実

ひとり親家庭の相談について、母子・父子自立支援
員の配置や専用ダイヤル設置により、相談体制を整
えている。
要件を満たす申請者に、児童扶養手当を支給し、生
活の安定と自立を支援した。
自立支援教育訓練給付金または高等職業訓練促進
等事業として要件を満たす申請者に助成を行い、自
立に向けたスキルアップの取組を支援した。

ひとり親家庭の抱える課題は多岐にわたる。児童福
祉の分野だけでなく母子保健、生活保護、生活困窮、
雇用、教育など多岐の分野にわたる支援が必要であ
り、関係機関と連携した適切な支援メニューの充実が
求められる。そのため、母子父子自立支援員の専門
性の蓄積が重要であり継続して支援できる体制づくり
が課題である。

相談員の継続性を確保しその専門性を生かしつつ、
係全体で相談業務にあたることを常に意識し、引き続
き相談者の悩みが減少し、解決の糸口が見つかるよ
うな相談業務を心がけていく。 同内容で継

続

カップル成
立数【５年
間累計】

組 16
社

福:13、
消防:33

社
福:23、
消防:50

社福:43
消防：50

5年間で
75

（R1）
-

ファミリーサ
ポートセン

ターの利用促
進

ファミリーサポートセンター事業については、援助の
依頼に対し、概ね提供会員を取り次げており、子育て
支援として定着している。

学童保育への送迎利用が多く、学童利用者の増加に
合わせ、提供会員の受け皿確保が必要。近所や知り
合いの子どものために提供会員になっていた人が、
その子どもの成長と同時に退会するケースが見られ
る。

ファミリーサポートセンター事業については、制度や
趣旨の理解を広げる広報活動により、新規の登録に
つながる取り組みを行いながら、これまで同様に事業
を継続する。
また、子育て環境の整備として、令和元年度中に、病
児病後児保育施設１箇所を直営（民間委託）にて開
設することとする。本事業については、医師会や保育
所へ運営の意向調査をしたが市内に運営の意向を
持つ事業者がなかったため、委託を含めた直営によ
る開設を予定している。

拡充して継
続

妊婦健診支
援率

％/年 93.5 98.6 100.0 100.0
95.0
（R1）

-

子育て支援
ネットワーク

の構築、相談
窓口の周知

平成29年４月に子育て世代包括支援センターを開設
し切れ目のない支援とより支援が必要な人への支援
の充実が図れた。教育機関、医療機関、子育て支援
に取り組んでいる機関との連携にも努めた。

関係機関との連携が図れ、様々な機関からの情報提
供が出来始めた。その情報を分かりやすくタイムリー
に発信する手段の一つとして子育てアプリを導入した
が、導入後期間が短く現在では有効に活用出来てい
ない。

妊娠から出産、子育て期については切れ目のない支
援が行えているが、絶えず、対象である妊産婦、保護
者等からの意見等の把握に努めながら、必要な支援
について検討をしていく。

拡充して継
続

この地域で
子育てをし
たいと思う
親の割合

％ 91.1
94.8

（H27）
96.2

（H28）
97.4

（H29）
93.0
（R1）

-

児童虐待の
防止、早期発

見

平成30年４月に子ども家庭総合支援センターを設置
し母子保健、子育て世代包括支援センター、家庭児
童相談室等子どもに関係する相談等の拠点となり連
携の強化が図れた。

家庭児童相談室を中心に関係機関との連携がス
ムーズに行え、虐待の防止、早期発見、早期対応に
取り組めているが、絶えず、危機感を持ち、よりよい
対応に向けたさらなる取り組みが必要。専門的な対
応が求められる家庭児童相談室に児童相談所勤務
の経験のある保健師をスーパーバイザーとして雇用
し相談等に対応しているが、このような経験や資格の
ある人材を安定して確保することは非常に困難であ
る。

児童虐待防止については、関係機関との連携を深め
るとともに、対応する担当者の充実も不可欠である。
必要な専門職の確保やスキルの向上等について、国
や県からの情報等的確に把握し充実を図る。

拡充して継
続

基本施策16　子育て支援の推進

実績値
区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

行政の役割 目標値

②
 

地
域
や
社
会
で
子
育
て
を
支
え
る
環
境
づ
く
り

展開課題個別施策

成果指標

①
 

子
育
て
環
境
の
整
備

指標 単位
方向性取組の現状

Ｋ
Ｐ
Ｉ
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基本施策16

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

基本施策16　子育て支援の推進

実績値
区
分

行政の役割 目標値展開課題個別施策

成果指標

指標 単位
方向性取組の現状

学童保育運
営のための

保護者、学校
との連携強化

学童保育の運営について、　保護者のニーズに合わ
せて、河東学童保育所（Ｈ29）及び城下学童保育所
（Ｈ30）の建設、くりのみ学童クラブ（Ｈ29）の改築によ
り、定員の拡充を図っている。
　　河東学童保育所（定員40人⇒60人）
　　城下学童保育所（定員40人⇒60人）
　　くりのみ学童クラブ（定員40人⇒57人）

学童保育所は、月曜日から土曜日までの週６日が開
所日で、学期中の平日は、小学校下校後の午後3時
から午後6時までの３時間が保育時間だが、土曜日
や夏休み等には、午前８時から午後６時までの10時
間の勤務が必要で、1日のどこかで、交代が必要であ
り、週休代替の職員も必要となるが、勤務時間が不
規則なために安定した収入が見込めず、また、扶養
の範囲内での勤務を希望する職員も多く、支援員や
補助員の確保が課題になっている。

法的に配置が義務付けられている学童支援員を計画
的に養成するために、職員（補助員）が、県が開催す
る放課後児童支援員認定資格研修を受講できるよう
人材育成に努める。

拡充して継
続

保護者の
ニーズに合わ
せた延長保
育や一時預
かりの実施

延長保育や一時預かり事業の実施
　　延長保育事業：実利用人員73人（延べ3,952人）
　　一時預かり事業：実利用人員46人（延べ482人）

認可保育施設の保育時間は、平成27年４月以降、11
時間保育が法定の標準時間になっている。この11時
間を超える保育を必要とする場合には、延長保育の
実施が必要となるが、就労等による保護者のニーズ
は多様で、無償化の影響なども含めてニーズ量の把
握が課題となっている。また、保護者の多様な保育
ニーズに応えるためには、市内の全ての園所で延長
保育、一時預かり事業の実施が必要だが、保育士の
不足等により、実施できていない。

幼保一元化による認定こども園の整備に合わせて、
保護者のニーズを調査し、市内の全ての園所で、延
長保育、一時預かり事業が実施できるよう拡充を図
る。

拡充して継
続

③
 

保
育
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
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基本施策17

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

保護者の
ニーズに合っ
た教育、保育

の実施

低年齢からの保育所利用の増加など、ニーズが変化
している中、保護者アンケートを実施して、保護者の
意向に沿った園所運営に努めている。

保護者のニーズは年々、多様化しており、保護者の
ニーズに合った保育環境を整える必要がある。年度
途中（特に後半）の入所希望すべてに応えることがで
きていない。また、多様なニーズに合わせた保育を提
供するためには、保育士の確保が課題になってい
る。

幼稚園の園区については、地域の子育て支援につな
げるために、保護者が希望する園を自由に選べる環
境を順次整えていく。
また、一部の地域で、希望しても受け入れ先がない
幼稚園の３歳児保育について、早期に解消できるよう
に検討を行う。こうした多様な保育に対応するため保
育士等の確保を行う。

拡充して継
続

幼稚園・保
育所（・こど
も園）と小学
校との連携
事業数【延
べ】

件/年 405 435 453 450
現状値
を維持

現状値
を維持

幼稚園（・こど
も園）・保育所
等と学校の連

携強化

しそう「学校園所」パートナーシップ事業により、学校
との連携強化に努めている。

発達や学びの連続性を大切にして、小学校への滑ら
かな接続を図るために、幼稚園、保育所、こども園と
小学校との間で、学校園所パートナーシップ事業に
取り組んでいる。

私立保育所等に、学校園所パートナーシップ事業へ
の参加を呼びかける。

拡充して継
続

幼稚園・保
育所（・こど
も園）の関
係者評価実
施率

％/年 69.0 68.0 68.0 62.5 70.8 83.3

教職員（・保
育教諭）、保
育士の資質
向上のため
の研修の実

施

宍粟市教育研修所事業ライフステージ別（幼児教育・
保育）研修の実施により職員の資質向上を図ってい
る。

保育所等では、月曜日～土曜日まで、１日11時間の
保育を行っており、保育士等の資質向上を図るため
には、研修時間の確保が課題になっている。

宍粟市教育研修所事業ライフステージ別（幼児教育・
保育）研修の実施により、職員の資質向上に努める。
乳幼児期から木に触れ木に親しむ環境を作ること
で、ふるさと宍粟を醸成する木育事業に取り組むため
に、木育インストラクターの養成を図る。 拡充して継

続

関係者評価
におけるＡ
評価の割合

％/年 72.6 63.9 67.8 64.2 100.0 100.0

幼保一元化
に向けた説明
会、懇談会の

開催

幼保一元化に向けた懇談会の開催及び開園時期
　　　　　戸原地区幼保一元化協議会（６回開催）
　　　　　一宮北地区幼保一元化協議会（10回開催）
　　　　　一宮南地区幼保一元化協議会（２回開催）
　　　　　戸原こども園　　平成31年4月1日開園
　　　　　一宮北こども園　平成31年4月1日開園
　　　　　（仮称）一宮南こども園　令和2年4月1日開園
予定

現在の16園所（幼稚園６、保育所８、こども園２）を９
園所（こども園７、保育所２）に再編する計画（幼保一
元化計画）について、新たに建設するこども園４園を
どこに建設するのか、用地の確保が課題となってい
る。
建設地の選定に際しては、子どもの保育環境と保護
者の利便性向上の観点から、園区のあり方について
も、検討する必要がある。

懇談会の開催により、保護者や地域の理解が得られ
るように、丁寧な説明に努める。

拡充して継
続

認定こども
園再編実施
校区数【累
計】

校区 1 1 1 1 4 7

関係者評価
の実施促進

関係者評価による教育・保育内容の振り返りについ
て、公立施設については全園所で実施し、私立施設
については、こども園１園のみ実施した。
宍粟市認定こども園運営ガイドラインの規定に基づ
き、質の高い幼児教育・保育を実施するために、幼保
連携型認定こども園を運営する社会福祉法人を対象
にその経費の一部を助成している。

公立のすべての園所で、自己評価による教育・保育
の振り返りができている。教育・保育の振り返りには、
自己評価に加えて、外部の多様な意見を聞くことも必
要と考えるので、私立施設においても実施されるよう
評価の必要性を伝えていく。

公立・私立ともに自己評価に加えて、外部の意見を
聞く機会を設けることで、より質の高い幼児教育・保
育を提供できる環境の整備に努める。

拡充して継
続

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策17　就学前教育の充実

②
 

幼
保
一
元
化
に
向
け
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取
組
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推
進
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幼
児
教
育
・
保
育
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充
実

個別施策 課題 展開 方向性取組の現状行政の役割 実績値 目標値

成果指標

指標 単位

区
分
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基本施策18

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

教職員の資
質、指導力の

向上

教職員の資質、指導力の向上については、しそう学
力向上検討委員会の提言により、教職員に対し学力
向上グランドルールや大型モニター、タブレットなど
のICT機器を活用した授業を促進し、授業改善を行っ
た。また、しそう学校生き活きプロジェクト事業での授
業研修会や講演会など、学校提案型事業の実施に
より教職員の資質の向上を図っている。英語教育に
ついては、教育委員会にイングリッシュコーディネー
ターを１名配置し、カリキュラム作成やＡＬＴと教職員
が連携した宍粟市独自の英語授業実践「宍粟スタイ
ル」により推進と充実を図っている。しーたんチャレン
ジ事業を実施し、小中全学年で運動能力テストを実
施するとともに結果を分析して、児童生徒一人一人
の苦手分野に対応した指導を行っている。
教育相談については、教職員が児童生徒に寄り添う
時間確保のためにスクールサポートスタッフを配置し
ている。また、小学校での放課後がんばりタイム
（ひょうごがんばりタイム事業）や中学校でのＷＥＢ上
の学習支援ツールの活用により、児童生徒一人一人
に寄り添った指導を行い、相談も随時行っている。

ICT機器を有効に活用した授業については、設備や
機能を十分に生かしきれていないことが課題である。
また、教職員が児童生徒に寄り添える時間をより多く
確保することが課題となっている。

ICTプロジェクト会議によりICT機器有効活用のため
の教職員研修会を実施し、さらなるICT機器有効活
用を推進していく。また、教職員が児童生徒に寄り添
える時間をより多く確保するため、スクールサポート
スタッフの増員や部活動指導委員（令和元年度から）
を配置し、教職員の業務の負担軽減を図る。小学校
の放課後がんばりタイムの実施や中学校でのＷＥＢ
上の学習支援ツールの活用、しそう学力向上検討委
員会による提言やしーたんチャレンジ事業により、児
童生徒一人一人に寄り添った学力と運動能力向上
のための指導に努める。

同内容で継
続

国語及び算
数（数学）の
授業の内容
がよく分か
る児童生徒
の割合

％/年 81.2 82.5 80.6 80.8 82.0 83.0

道徳や人権
意識などを育
む教育の充

実

社会施設の見学等の社会体験や自然体験などの体
験活動を通じ、豊かな心の育成に資する事業を実施
している。（小学校３年生の環境体験活動、４年生の
ふるさとしそう探検隊、５年生の自然学校、６年生の
地域学習、中学校でのトライやる・ウィークの実施）ま
た、劇団四季等による本格的な芸術や文化を観劇す
ることで豊かな心を育成し、明日の宍粟を担う知・
徳・体のバランスのとれた人づくりの推進に努めてい
る。

自然学校においての指導員や救急員等の人材確保
や劇団四季等と宍粟市内小学校による開催日程の
調整に苦慮している。

自然学校の人員については、各種団体等を通じて継
続的に依頼を行い、人員確保に努めていく。また、宍
粟最大の資源である森林を活用した体験活動「ふる
さとしそう探検隊事業」を令和元年度から木育を取り
入れた「しそう森林の探検隊事業」へ発展させる。ま
た、劇団四季等による本格的な芸術や文化を鑑賞す
ることにより、明日の宍粟を担う知・徳・体のバランス
のとれた人づくりの推進し、豊かな心を育成する事業
を推進していく。

同内容で継
続

将来、自主
的に運動し
たいと考え
ている児
童・生徒の
割合

％/年 58.8 69.0 71.0 71.1 70.1 71.0

地元食材の
流通の確保、
少子化を見
据えた学校

給食センター
の運営検討

地元食材の流通確保も含め、多少コストが高くつい
ても地元野菜を使っており、利用率は平成30年度で
74.9％（重量計算）。市内産のみの「食育の日」を設
定しており、アレルギーのある児童・生徒も食べられ
るようにしている。残食率は改善しており、学校での
給食指導を徹底している。

かなり安くしてもらっているがコスト面が課題。生産者
の高齢化により、生産量の確保も必要。また、老朽
化、職員退職などが見られ、学校の再編に合わせた
センターの統廃合が必要。

行政改革大綱の中で給食センターの運営のあり方に
ついての方向性を示しながら、引き続き食育、地元
食材の流通確保に努める。

同内容で継
続

食べよう宍
粟のめぐ
み（給食用
地元食材
利用率）

％/年 69.0 68.9 71.5 74.9 77.0 77.0

キャリア教育
の充実

兵庫県教育委員会が配信しているキャリアノートモデ
ルを基に、各学年ごとに宍粟市独自のキャリアノート
を作成し、児童生徒に配布し活用することで、将来、
社会的・職業的に自立し、自分らしい生き方を実現す
るための力を育む教育に取り組んでいる。

キャリア教育自体が、教育現場になかなか根付かな
いことが課題である。

キャリア教育が教育現場に根付くよう、教職員への
研修、指導について県とも連携しながらキャリアノー
ト等を活用し推進していく。

同内容で継
続

今住んでい
る地域の行
事に参加し
ている児童
生徒の割合
（小学生）

％/年
94.7

（H27）
92.7 86.9 86.8

現状値
を上回る
（H31）

-

②
 

教
育
環
境
の

整
備

開かれた学
校づくり

市内小中学校において、保護者や地域住民参加が
できるオープンスクールを定期的に開催している。

北部３中学校区（千種中校区、波賀中校区、一宮北
中校区）でのコミュニティースクールの推進以後、新
たな校区での推進が進まない状況にある。

コミュニティースクールの利点を最大限に活用するた
め、今後の小中一貫教育の導入に合わせて、すべて
の小中学校でのコミュニティスクールの推進に努め
る。 同内容で継

続

今住んでい
る地域の行
事に参加し
ている児童
生徒の割合
（中学生）

％/年
79.5

（H27）
80.7 84.7 77.6

現状値
を上回る

（R1）
-

ま
ち
づ
く
り
指
標
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課題 展開

基本施策18　学校教育の充実

実績値方向性個別施策 取組の現状
区
分

行政の役割 目標値

成果指標

指標 単位
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基本施策18

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

課題 展開

基本施策18　学校教育の充実

実績値方向性個別施策 取組の現状
区
分

行政の役割 目標値

成果指標

指標 単位

安全安心な
学校づくり

■小中学校耐震化事業
平成28年度の都多小学校校舎の耐震補強工事、平
成29年度の伊水小学校屋内運動場竣工により、市
内の小・中学校施設の耐震化は全て完了した。
■学校規模適正化の進捗による施設改修等
平成28年４月開校の一宮北小学校、平成30年４月開
校のはりま一宮小学校（旧神戸小学校）において、必
要となる施設改修等を実施し、新設校でのスタートを
切ることができた。
■学校施設の老朽改修
平成29年度より山崎西中学校、山崎南中学校の大
規模改修事業に着手したが、継続して実施する予定
であった平成30年度の山崎西中学校Ⅱ期工事と山
崎東中学校Ⅰ期工事の国庫補助事業採択について
は、トイレ改修分のみしか受けることができなかった
ため、トイレ改修工事のみを実施した。
■学校園空調設備整備事業
近年の猛暑により学校園の教室環境が劣悪な状態
であるため、全学校園の普通学級（特支含む）及び
一部の特別教室、保育室に空調設備を導入する事
業を平成30年度～令和元年度に実施（施工中）。
■学校施設トイレ改修事業
衛生上の問題や学校間の設備の均一を図るため、
湿式・和式トイレの乾式・洋式化を図る事業を令和元
年度より実施予定。

■学校施設の老朽改修
平成30年度以降、国庫補助事業採択を受けることが
困難な状況となっており、事業内容を見直す必要が
生じている。
学校のトイレについては、生活スタイルの変化によ
り、家庭や飲食店などでトイレの洋式化が進んでい
ることから、和式便器を使用したことがない児童・生
徒も増えており、学校でのトイレを我慢することで体
調を崩すといった事例が全国的にも問題になってい
る。
■学校規模適正化の進捗による施設改修等
現段階（R1）では、新たな中学校区での学校規模適
正化の目途はたっていない。
■教育用コンピューターの整備
小中学校の児童生徒が授業で使用するコンピュー
ター教室のパソコンが更新時期を迎えており、今後、
児童生徒用タブレットの導入と併せて検討していく必
要が生じている。

■学校施設の老朽改修
比較的国庫補助事業採択を受けやすいトイレ改修事
業を先行して実施することに方針転換しつつ、トイレ
以外の老朽改修については、令和元年度に策定す
る「宍粟市学校施設長寿命化計画」により今後の整
備目標を定める予定。
■学校規模適正化の進捗による施設改修等
今後も学校規模適正化の進捗に合わせ、施設改修
等を実施する。
■教育用コンピューターの整備
授業によっては児童生徒が各教室でタブレットを使
用するニーズが高まっており、更新時期を迎えている
コンピューター教室のパソコンをタブレット型コン
ピューターに置き換えることで、コンピューター教室か
らタブレットを各教室へ持ち出して使用できる環境整
備を進める。

同内容で継
続

将来の夢や
目標をもっ
ている児童
生徒の割合
（小学生）

％/年 85.9 84.8 85.8 86.8
全国平
均以上
（R1）

-

学校規模の
適正化

【学校規模適正化計画】
枠組：①複式学級になっている、若しくは数年後に完
全複式学級が見込まれる学校…千種平成24年４月
実施・山崎西平成26年４月実施・波賀平成27年４月
実施
現時点で複式学級となる学校があり、かつ平成30年
度までに複式学級が想定される学校…一宮北平成
28年４月実施
平成30年度までに複式学級の想定はないものの、一
定の集団規模に満たない学校…はりま一宮平成30
年４月実施
事業目標：７校区中　適正化実施済：５校区（千種・山
崎西・波賀・一宮北・一宮南）
協議繰延中：２校区（伊水・都多小学校区、城下・戸
原小学校区）
閉校となる学校で実施する閉校記念事業に要する経
費を補助することにより、学校の歴史の保存及び記
念行事等の活動の円滑な実施に資することができ
た。
【心のふるさと校歌保存事業】
学校規模適正化により、閉校になった学校が平成30
年度末で小・中学校合わせて14校。閉校した学校の
校歌はもう歌われることがないが、ふるさとを思い出
させてくれるものであり、また地域の貴重な歴史・文
化遺産でもあるので、14校だけでなく、昭和30年以降
に閉校・閉園となった校歌・園歌も掘り起こし、歌入り
校歌として復元・保存して市のホームページに掲載し
た。ホームページで公開することで誰でも聴くことが
でき、当時を思い出し、校歌に歌われた地域の文化・
伝統の継承とともに、学校園や宍粟市にゆかりのあ
る人々の心を結び付けていく。
★校歌・園歌のある全57学校園分：中学校７校・小学
校12校・幼稚園７園（H30）
　※S30以降に閉校・閉園している31校園

計画上残りは、城下・戸原小学校区と伊水・都多小
学校区の２校区で、いずれも地域、保護者の理解と
協力が必要である。
城下・戸原小学校区：平成24年度に地域の委員会で
の協議を当面繰り延べることが決定されている。
伊水・都多小学校区：平成27年度に５年間地域の委
員会での協議繰り延べを決定している。

城下・戸原小学校区：協議繰延となっているが、平成
31年４月に戸原こども園も開園されたので、地元・
PTA棟と調整を行う。
伊水・都多小学校区：令和２年度に地域の委員会の
協議再開を予定している。令和元年度に準備として、
地域の委員会の構成を地区連合会長・PTA会長と調
整する予定である。

同内容で継
続

将来の夢や
目標をもっ
ている児童
生徒の割合
（中学生）

％/年 70.5 75.6 74.1 70.8
全国平
均以上
（R1）

-

特別支援教
育支援員の
適切な配置

市内すべての小中学校へ特別支援教育推進員を配
置している。

市内全小中学校に特別支援教育推進員を配置して
いるが、学校規模により業務量が異なることからより
適正な配置について検討することも必要となってい
る。

特別支援教育推進員のさらなるに適正な配置につい
て、学校の規模や業務を勘案し検討していく。 同内容で継

続

自立や社会
参加につな

がる効果的な
支援の実施

スクールソーシャルワーカー、指導主事等で組織す
る学校サポートチームや警察等関係機関と連携し、
教育以外の分野についても自立や社会参加につな
がる効果的な支援に努めている。

特に課題は無し。 スクールカウンセラーやしそう学校サポートチームに
よる、児童生徒へのカウンセリングの充実やケース
会議等による個別対応の充実を図る。 同内容で継

続

③
 

特
別
支
援
教
育
の
充
実

Ｋ
Ｐ
Ｉ

②
 

教
育
環
境
の
整
備
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基本施策19

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

学校・家庭・
地域が連携
できる環境づ
くり、取組み

支援

青少年センターの教育相談窓口としての機能を生か
し、不登校やいじめ問題、学校と家庭との関係につ
いての相談に対応したり、地域からの登下校等の苦
情にも対応し、学校・家庭・地域の連携の取組支援を
行っている。また、市内小中学校を定期的に訪問し、
学校の課題に対する助言等を行い、事案により関係
機関へのつなぎ役を担っている。特に不登校事案は
適応指導教室（不登校の小中学生を対象とした教
室）につないでいる。

市内の適応指導教室は1か所（山崎町）のみであり、
一宮町、波賀町、千種町からは距離があり、体制とし
ては充分とは言えないのが現状である。

適応指導教室の配置や設置についてさらに検討して
いく。

同内容で継
続

青少年育成
委員巡回指
導回数

回/年 63 65 68 63
現状値
を維持

現状値
を維持

青少年健全
育成に関する
情報提供、啓

発活動

ネットパトロールの報告会を毎月定期的に実施し、小
中学校に情報提供を行い、青少年の問題行動の未
然防止に生かしている。また、年４回開催される市内
小中生徒指導担当者会に出席し、多様化する生徒
指導上の課題等について情報提供を行っている。広
報紙において、「いじめ見逃しゼロ」をめざした取組
等の青少年育成に関する情報を掲載することで啓発
を行っている。

ネットパトロールではＬＩＮＥ等の個人間でのやり取り
までは確認できない等の課題がある。

これまでの取組と同様に「いじめ見逃しゼロ」をめざ
して、情報提供や啓発活動を行っていく。

同内容で継
続

登下校指導
ボランティ
ア数

人/年 1,901 1,950 1,860 1,800
現状値
を維持

現状値
を維持

健全育成の
ネットワーク

の拡充

青少年問題協議会の会議に出席し、情報の共有、連
携等を行っている。

青少年問題協議会との連携等に問題はないと考える
が、内容の多様化により、より専門的な人員が必要
となってきている。

同内容で継続して取り組む。

同内容で継
続

子ども講
座・体験活
動受講者数
【延べ】

人/年 567 602 635 533
現状値
を維持

現状値
を維持

青少年に関
する相談体
制の充実

教育相談窓口として青少年育成センターに２名配置
（教員OB・警察OB）し、不登校、いじめ問題、体罰、
兵庫県青少年愛護条例違反等、急速に変化多様化
する課題や市民からの相談、学校職員からの相談に
ついても対応している。また、スクールソーシャル
ワーカー、指導主事等で組織する学校サポートチー
ムが多角的に対応し、教育相談の質を向上させてい
る。

体制に問題はないと考えるが、相談内容の多様化に
より、より専門的な人員が必要となってきている。

それぞれの分野の専門的な人員の配置は困難であ
るので、事案によっては部局を超えて専門的な知識
を有する職員等の協力を得ながら対応していく。

同内容で継
続

青少年の非
行防止活動

の強化

市内の７中学校区毎に「中学校区育成委員会」を組
織し、育成委員として92名を委嘱し、更生保護女性
会等とも協力し、市内イベントでの巡回活動や街頭
キャンペーンを行っている。

巡回活動は主に夜間の活動となるための中学校区
育成委員への負担が課題となっている。

今後は委員会自体の在り方も見直しながら、最良の
手法について検討していく。

同内容で継
続

③
 

青
少
年
活
動
の
推
進

青少年体験
活動の推進

社会教育では、「地域での学びの循環」が青少年の
健全育成に必要な考え方であると捉えており、夏休
みワクワク講座事業等の様々な子どもの体験活動
事業を実施している。また、地域の生涯学習を行う市
民グループの活動を支援し、その学びの成果（知識
や技能、経験など）を広く地域で共有させていくため、
活動グループに対し、子どもの体験活動などの指導
者への就任について積極的に働きかけを行った。
【Ｈ30主な実績】
・夏休みワクワク講座事業【10講座・88人参加】
・土曜なんでも体験体事業【13回・21人参加】
・チャレンジキャンプ事業【２泊３日（１回）・39人参加】
・キッズ英会話教室事業【通年・８人参加】

ほとんどの教室では定員を満たしているが、保護者
の送迎の理由により参加できないという声もある。よ
り多くの子どもたちに体験活動に参加してもらうた
め、対応策を検討していく必要がある。

今後においては、保護者の協力と理解がさらに重要
となっており、「少子化」、「子どもの興味関心の多様
化」、「保護者就労環境の変化（共働世帯の増加）」
が同時進行する状況の中、参加者を増やすために、
保護者に対してアンケートを行い、参加者側のニー
ズを意識した事業の組み立てを行っていく。

同内容で継
続

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策19　青少年健全育成の推進

②
 

青
少
年
を
育
て
る
地
域
ぐ
る
み
の

活
動

①
 

青
少
年
健
全
育
成
の
た
め
の
推
進
体
制
の
充
実

方向性個別施策 課題 展開取組の現状
区
分

行政の役割

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策20

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

健康づくり推
進協議会や
食育推進委
員会の設置

健康づくり推進協議会を設置し健康増進・食育推進
の計画策定、事業の実施、計画の進捗状況等の管
理を行った。庁内の関係機関との打ち合わせ、関係
機関（特に学校、JA、いずみ会、消費者協会）とも連
携を取りながら、事業実施を行った。

様々な関係機関（庁内、庁外）と連携を取りながら事
業に取り組む。

拡充して継
続

健康寿命
（男性）

歳
77.50
（H22）

-
78.19
（H27）

78.19
（H27）

現状値
より増加

H32より
増加

健康づくりに
関するリー
ダーの育成

積極的に地域で健康づくりや食育推進に努めてもら
うウォーキングリーダー、食生活推進員、心の健康づ
くりリーダーの育成に努めたが、地域での活動へとつ
ながったのは食生活推進員に限定された。

健康づくりリーダーの養成とともに活躍できる場の提
供を検討する。

拡充して継
続

健康寿命
（女性）

歳
82.62
（H22）

-
82.70
（H27）

82.70
（H27）

現状値
より増加

H32より
増加

特定健診や
がん検診など
の受診勧奨

集団健診と医療機関の個別健診を併用で実施できる
ように、節目年齢での無料健診の実施、過去に受診
歴のある人等への受診勧奨の実施、日時指定制や
土日に実施する等受診しやすい環境も整え受診者の
増加に努めた。少しずつ受診率が上昇している健診
もあるが、全ての健診で受診者の増加にはつながら
なかった。

３大生活習
慣病による
死亡者の割
合

％/年
55.5

（H25）
49.9

（H27）
52.2

（H28）
54.0

（H29）
現状値

より減少
H32より

減少

健診を受診し
やすい環境づ

くり

医師会、歯科医師会と連携し集団や個別の健診を実
施した。

特定健診受
診率

％/年
37.7

（H25）
41.5

（H27）
41.7

（H28）
41.9

（H29）
60.0以上 60.0以上

うつ予防やひ
きこもり対策
についての普

及啓発

ひきこもり相談やこころの相談等を実施し必要な支援
につなぐなど、うつやひきこもりなど悩みを抱えている
人への支援に努めているが、特にひきこもりに関して
は、対象者の年齢、課題等多岐にわたり健康福祉
部、教育部、他の関係機関等と連携し必要な支援、
不足している支援等検討していく必要がある。

市内には精神疾患専門医療機関はなく、相談する機
会や機関が少ないなど、相談に来られた後の支援メ
ニューが不足している。

医療機関や支援機関等関係機関と連携しながら、正
しい理解が進むよう普及啓発を積極的に行うととも
に、自殺対策も含めて、個々のケースに応じた支援を
検討する。健康福祉部、教育部、他の関係機関等と
連携し必要な支援、不足している支援等検討し、必要
な支援の開発をする。

拡充して継
続

基本施策20　健康づくりの推進

方向性個別施策 課題 展開行政の役割

①
 

生
涯
を
通
じ
た
健
康
づ
く
り
の
推
進

現在行っている、広報紙に掲載、チラシの配布、ホー
ムページ、しそうチャンネルだけでは限られた人にし
か情報が届いていない。他の効果的な周知方法につ
いても健康づくり推進協議会などで検討していく必要
がある。行政での各種健康教室や健康相談の実施
だけでなく、住民が主体的に健康づくりに取り組む仕
組みづくり、すでに自主的に取り組まれているグルー
プや組織などの把握や周知ができていない。また、指
導者の養成が必要。

健診（検診）を受ける機会の増加を図ることにより、受
診者数の増加が見込まれると思われるが、医療機関
との調整等が進んでいない。また、健診案内が自治
会配付から郵送に変更となったことで回収率が下が
り、結果的に受診率の低下に影響している可能性が
ある。

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

健診を受けやすい状況を検討するとともに、未受診
者への働きかけを行う。引き続き医師会や歯科医師
会との連携、調整に努める。

取組の現状
区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

拡充して継
続
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基本施策21

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

地域医療体
制の確立、医
療・保健・福
祉の連携

医療・保健・福祉の関係者により宍粟の医療の状況
を把握分析し、「宍粟市における地域医療推進のた
めの基本方針」を作成し取り組みの方向性を定め
た。

患者紹介率 ％/年 44.2 44.6 46.2 46.1 51.0 55.0

地域医療の
充実

宍粟市訪問看護ステーションの活動エリアを市内全
域に拡大し、総合病院との連携などにより医療機関
が希薄な地域の医療の充実に努めた。

患者逆紹介
率

％/年 - 44.9 46.8 48.5 49.0 54.0

医師や看護
師の確保、研
修医の受け

入れ

病床利用率 ％/年 66.4 70.0 66.1 64.6 71.9 76.0

経営の改善
病院事業経
常損益

億円/年 ▲4.84 ▲1.15 ▲1.41 ▲1.47 ▲0.49 0.35

③
 

国
民
健
康
保
険
事
業
の
充
実

国民健康保
険制度の周
知・啓発、医
療費の適正

化

年次更新や特定健診等の機会を捉えて、また、窓口
等において制度内容等について、周知啓発すること
ができた。レセプト点検では資格点検、内容点検等に
取り組み、第三者行為や資格喪失後受診などが確認
できた。ジェネリック医薬品との差額通知により、ジェ
ネリック医薬品の啓発ができ、数量シェア率も少しず
つ上昇しており、医療費の抑制ができている。
ジェネリック医薬品数量シェア率
平成31年１月審査分79.0%
（厚生労働省の目標数量シェア率令和２年９月までに
80%）

引き続きレセプト点検やジェネリック医薬品の推進な
どに取り組む必要がある。また、適正な国保税の収
納により財政の安定化とともに健康福祉部との連携
により重症化予防事業等保健事業の取り組みを進め
る必要がある。

レセプト点検などによる資格等の適正化、ジェネリッ
ク医薬品の推進などによる医療費抑制、国保税の徴
収率向上への対策強化による財政健全化、特定健
診等受診勧奨や重症化予防事業等保健事業など関
係部署の連携した取り組みにより医療費抑制を推進
する。

拡充して継
続

常勤医師の
充足率

％/年 76.0 72.0 72.0 92.0 80.0 84.0

看護師の充
足率

％/年 87.1 87.7 84.7 84.7 92.0 97.0

国民健康保
険税現年課
税分収納率

％/年 93.6 93.44 93.50 94.19 92.5以上

兵庫県
国民健
康保険
運営方
針に定
める収
納率

②
 

宍
粟
総
合
病
院
の
充
実

平成29年３月に医療圏域における当院の役割の明
確化、持続可能な病院経営の健全化のために公立
宍粟総合病院改革プランを策定し、医師確保、病床
数の変更、院内照明のLED化等により収益の増加、
経費の削減について各種取組を行った。平成30年度
には5階地域包括ケア病棟の病床数の見直しを行
い、影響額は入院約64,000千円、外来約39,000千円
の診療実績があり、収益の増加について一定の効果
があったものの平均在院日数の減により、延入院患
者数が減少し現金ベースでの黒字に至らなかった。
また、常勤医及び研修医数は充実しつつあり、平成
31年４月から診療窓口の増加及び午後診療の実施
が可能となった。平成28年度からの４年間で17人の
研修医を受け入れ、平成31年４月から１名が常勤医
として勤務することとなり、医師の確保は、一定の成
果が見られた。また、病院敷地内に職員向けに託児
所を開設し、労働環境の改善に努め、医師及び看護
師等の確保につなげることができた。

市内唯一の救急対応病院であるため、救急患者の積
極的な受け入れを行い、地域の医療ニーズの高いレ
スパイト入院にも対応した病床機能の見直しを図り、
自宅等からの直接受け入れ、回復期のリハビリ充実
など、円滑な在宅復帰に向けた医療の提供を図る必
要がある。施設は昭和59年度に建設し、老朽化が進
んでおり、設備機器も経年劣化が進んでいる。新病
院建設を見据え、医療機器の更新、施設整備とも耐
用年数を考慮しつつ、日常的なメンテナンスにより、
使用可能な良好な状態を保ちつつ、費用対効果を比
較検討し経営状況を注視しながら良質な医療の提供
が行えるよう計画的な事業執行が必要である。

基本施策21　医療体制の充実

①
 

地
域
医
療
体
制
の

充
実

方向性個別施策 課題 展開

拡充して継
続

地域の開業医の減少や偏り、診療科目の不足があ
り、身近な場所で医療が受けにくい地域がある。ま
た、医師の高齢化により訪問診療ができていない地
域がある。

新病院の整備検討とあわせ、医療機関が不足するエ
リアには、公立宍粟総合病院を核として市立診療所、
訪問看護ステーション等が連携し医療の提供ができ
るよう体制整備を図る。より一体的にサービス提供が
行えるように組織再編の検討に入る。

取組の現状行政の役割

令和元年度は、地域包括ケアシステムの推進及び在
宅医療へ取り組みを進めるため、現在の急性期病棟
3棟 地域包括ケア病棟１棟から、急性期病棟２棟、地
域包括ケア病棟２棟に病棟機能変更を行い病床利用
率を増加させるとともに、外来患者数の増加のため、
内科外来の午前４診（月・木）と午後１診(火、水、金）
の拡充を行う。また、薬剤のジェネリック化の推進を
し、薬剤費の削減に努める。さらに、地域の医療ニー
ズの高いレスパイト入院にも対応した病床機能の見
直しを図り、自宅等からの直接受け入れ、回復期のリ
ハビリを充実させる。
あわせて、令和元年度からSPD（院内物流システム）
の運用を開始し、コスト削減・原価管理など病院運営
の改善・効率化を進める。

拡充して継
続

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標
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基本施策22

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

「地域包括ケ
アシステム」
の構築に向
けたネット

ワークづくり

病院と診療所、医療と介護、介護と介護の連携をす
すめるための『しくみづくり』を関係機関で協議し、連
携を図ることができた。
生活支援コーディネーターが中心となり、地域づくりを
視野に入れた取り組み、社会資源の把握や協議の場
づくりの支援を行うことで、地域の支え合い活動への
意識を高めることができた。総合相談事業は、医療・
介護・福祉・権利擁護・生活支援・消費者相談などの
相談の緊急性や家族の状況を考慮し、関係機関との
連携によって必要な支援を提供した。

保健や医療、介護、福祉の専門職が専門性を発揮で
きるように体制を整え、その専門職による支援と、家
族や友人、近隣住民、ボランティアといった支援との
連携を深めることが必要である。
自助・互助の力を高められるよう、地域の見守りや支
え合いの地域づくりが必要である。
ひとり暮らしや高齢夫婦世帯、高齢親子世帯、高齢
兄弟世帯等、高齢者のみ世帯の増加に伴い、地域の
見守りや支え合いの地域づくりやその担い手づくりが
必要である。

「医療と介護連携会議」を活用し、情報共有等ネット
ワーク形成を行い、在宅生活におけるサービスの提
供体制を整備する。
また、地域共生社会の実現に向けて、「他人事」では
なく「我が事」と考える地域づくりを土台としながら、
「地域包括支援センター」「基幹相談支援センター」等
が密接に連携し、専門職による多職種連携や、地域
住民等と協働する地域連携によって包括的な支援体
制を整える。

拡充して継
続

65歳以上の
高齢者が、
見守りが必
要な高齢者
を支援して
いる割合

％/年 11.2 11.2 9.6 9.6
12.2

～13.2
13.2

～14.2

地域包括支
援センターの

機能強化

地域包括支援センター運営協議会にて地域包括支
援センターの人員状況、事業計画及び事業実績など
を報告し適正な運営を行った。平成29年４月より、地
域包括支援センターに介護支援専門員を４名配置
し、介護予防支援計画の作成等介護予防マネジメン
ト業務を行い、高齢者等が住み慣れた地域で生活が
送れるように支援した。
地域包括支援センターが地域ケア会議を開催し、高
齢者の課題解決を支援するとともにケアマネジャー
の自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高
めた。

高齢者世帯の増加、認知症高齢者の増加、介護の
重度化、介護期間の長期化、老老介護、認認介護、
多重問題世帯が増える中で、高齢者が住み慣れた地
域で安心して生活できるように、地域包括支援セン
ターの職員が連携し、専門性を発揮できるように、質
的向上をはかる必要がある。また、地域包括支援セ
ンター内のみでなく、関係機関との連携が一層必要と
なる。

地域包括支援センター運営協議会にて地域包括支
援センターの運営状況の報告評価を行い、センター
の機能強化と適正な運営を図る。「医療と介護連携
会議」を活用し、情報共有等ネットワーク形成を行
い、在宅生活におけるサービスの提供体制を整備す
る。 同内容で継

続

認知症サ
ポーター登
録者数

人/年 - 118 194 244 100 100

認知症に関
する知識、窓
口の普及啓

発

認知症やその予防に関する基本的な知識を得ること
を目的として啓発講座や予防教室を開催した。平成
29年度から開始した運動教室を取り入れた、比較的
若い年代を対象とした認知症予防教室は徐々に浸透
し認知症予防への関心を高めている。
認知症を理解し、地域で暮らす認知症の方やその家
族への支援者を増やすことを目的に、『認知症サポー
ター養成講座』を開催した。養成講座では、認知症
キャラバンメイトが講座を企画し実施している。また、
認知症サポーター養成講座の修了者に対しステップ
アップ講座を開催し、認知症への理解を深め支援者
を増やすことができた。

後期高齢者の増加に伴い、今後、認知症の方が増え
ると予測され、令和７年には、65歳以上の５人に１人
が認知症といわれている。市民の認知症に対する関
心も高くなってきている。
認知症サポーター養成講座においては、認知症が病
気であることや、認知症の方や認知症の家族に対し
どのように支援していくかということについて、理解が
深まっている。今後、今以上に認知症を理解して、認
知症の方や、認知症家族を支援する応援団を増やす
必要がある。そして、認知症の方が、住み慣れた自
宅において安心して暮らせる地域づくりが必要であ
る。
しかし、特に北部地域において、認知症サポーター養
成講座の開催回数が伸びていない。認知症のステッ
プ講座を開催するが、参加者は少ない状況である。

認知症サポーター養成講座の開催の呼びかけをはじ
め、認知症理解に向けた普及啓発を行う。認知症の
人が増える中、１回の認知症サポーター養成にとどま
らず、今後もステップアップ講座で認知症の理解をよ
り深め、支援者をさらに増やしていく。

同内容で継
続

市民が主体
的に運営す
る介護予防
教室の登録
者の割合

％/年 4.7 13.78 14.80 15.26 10.0 10.0

認知症高齢
者等やその
家族への支

援

認知症カフェにて、認知症の相談や情報交換、認知
症学習、地域との交流を図ることができた。高齢者に
GPS専用端末機を貸与し、所在不明になることを防
止した。外出時に行方不明になる可能性がある高齢
者本人に関する情報を事前に登録し、その情報を
ネットワーク機関で共有し、関係機関の協力による日
常業務や生活を通じた目配りによって、認知症の人
がひとりで安心して外出ができるために見守りを行っ
た。事前情報は、警察等とも共有し、もし認知症の人
が行方不明になる等の緊急時には、地域包括支援セ
ンターから関係機関に捜索を依頼し、早期発見に努
めた。
認知症の人やその家族に早期に関わる『認知症初期
集中支援チーム』を配置し、早期診断・早期対応に向
けた支援体制を構築し病院受診の勧奨や介護サー
ビスの導入支援、社会参加への支援につなぐことが
できた。

認知症カフェは、自主的な活動である。行政として
は、認知症カフェの立ち上げ支援や認知症カフェの紹
介、認知症カフェ主催者間の交流支援をしている。認
知症カフェについて、周知が不足している。
　『認知症初期集中支援チーム』を立ち上げ、認知症
の早期診断・早期対応に向けて支援している。しか
し、新規相談ケースが少ない。医師会や歯科医師
会、介護保険サービス事業所等にも周知し、連携す
る必要がある。

認知症の人やその家族等からの相談に対応するた
め、認知症地域支援推進員を増員する。また、認知
症カフェや集いの場について運営面の相談・助言を
行う。認知症初期集中支援チームにより、専門的な
見地から認知症の早期発見、早期対応を行い、でき
る限りの在宅生活を支援する。

同内容で継
続

Ｋ
Ｐ
Ｉ

「いきいき百
歳体操」に
取り組む高
齢者登録者
数

人 583 1,753 1,901 1,975
1,300
（R1）

-

基本施策22　高齢者福祉の充実

①
 

地
域
包
括
ケ
ア
の
充
実

方向性個別施策 課題 展開行政の役割

成果指標

指標 単位
実績値 目標値取組の現状

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標
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基本施策22

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

基本施策22　高齢者福祉の充実

方向性個別施策 課題 展開行政の役割

成果指標

指標 単位
実績値 目標値取組の現状

区
分

高齢者の就
業機会の確

保、社会参加
活動の支援

会員数30人以上の老人クラブに対し、当該クラブ活
動にかかる支援をすることで、高齢者の生きがいづく
り・介護予防事業の取組を推進することができた。制
度上、会員数が30人未満の小規模老人クラブの活動
へは支援ができないため、市単独での支援ができる
よう補助金交付要綱の一部改正を行った。
また、シルバー人材センターに対し運営補助を行うこ
とで、同センターの安定運営を確保することができ、
高齢者の就業機会の推進につながった。

会員数が30人未満の小規模老人クラブの活動へも
支援できるよう制度改正をしたため課題は無い。（超
高齢者（90歳以上等）の増加により、老人クラブから
脱退する人が増加しており、地域によっては、新規加
入が少なく、加入率も低下しており、クラブの存続に
向けた支援が必要。）

会員数が30人未満の小規模老人クラブも含めて、老
人クラブの活動へ引き続き支援する中で、クラブの存
続を支え、高齢者の生きがいづくり・介護予防事業の
取組を推進していく。
シルバー人材センターへの運営補助についても、事
業費の把握及び収支相消の原則のもと、安定した運
営に向け引き続き支援を行う。

拡充して継
続

介護予防に
関する知識の
普及啓発、自
主的な介護
予防活動の

支援

いきいき百歳体操教室は、順調に開設しており参加
者数も介護予防に効果が表れるとされる高齢者人口
の１割の参加を大きく上回っている。また、体操教室
に集まった機会を利用し、専門職を講師として派遣し
介護予防等の指導や普及活動を行った。
さらに、いきいき百歳体操教室は週１回高齢者が集
まり体操等を実施しているが、高齢者が集まる機会を
利用して、参加者同士の自主的な見守り体制や簡単
な日常生活の困りごとの助け合い活動が生まれてい
る。

概ね目標達成できているが、実施できていない自治
会では、リーダー不足や場所の問題がある。また、い
きいき百歳体操の取組が中心となり、支え合いの地
域づくりまでには至っていない。生活支援へ発展させ
なければならない。

既に開設している教室を活用し、自主的な介護予防
活動に加え自主的な地域の見守り拠点として取り組
むよう支援していく。
開設できていない自治会に対しては、再度、いきいき
百歳体操の目的や効果等について説明し立ち上げ
支援を行う。

拡充して継
続

③
 

介
護
サ
ー

ビ
ス
基
盤
の
充
実

持続可能な
介護保険制
度の構築

高齢者が増加する中、多様化する高齢者のニーズに
応じた施策展開が求められており、第６期及び第７期
介護保険事業計画に基づき、サービスの見込量や取
組、目標を掲げ、継続的に評価、分析し、その成果を
公表するとともに、必要に応じて見直しを行った。
平成28年４月より、小規模デイサービス（利用定員18
人以下）が地域密着型通所介護として、指定基準が
県から市へ移行を行い、平成30年４月に居宅介護支
援事業所の指定基準も県から市へ移行を行い、介護
保険の需要と供給が増える中、より地域と連携し、適
切な運営に繋げるよう実地指導の強化も図った。
平成29年４月に、介護予防サービスのうち、介護予防
訪問介護及び介護予防通所介護について、総合事
業に完全移行を行った。
平成29年度に「小規模多機能型居宅介護」「認知症
対応型共同生活介護」「定期巡回・随時対応型介護
看護」を提供する事業所を1か所ずつ整備し、介護
サービスを利用しやすい環境を整えることができた。
「福祉資格取得助成事業」として46名へ資格取得に
要した費用の一部助成を行い、介護職員の増員及び
定着につなげることができた。

高齢化や核家族化の進展、在宅一人暮らし高齢者や
在宅認知症高齢者の増加により、要介護認定者が増
え、介護給付費も年々増加しており、介護予防や重
度化防止の取組強化、介護給付費適正化が課題と
なっている。
介護保険サービス事業所では、介護人材を募集して
も人材が集まらないことや、人材不足で事業規模を
拡大できない、離職率が高いなど、介護人材のマン
パワー不足が深刻な中、各分野（行政・社協・介護事
業所・医療従事者等）で１人に係る負担が増大してい
る。
平成30年度から第７期介護保険事業計画に基づき、
小規模多機能型居宅介護事業所の整備に向けて事
業者の募集を行っているが、応募事業者が少なく選
定に至っていない。その理由の一つに、慢性的な人
手不足によって、新規事業所を整備しようとしても介
護職場を担う人材確保が困難との状況があることか
ら、介護人材の確保・育成、地元就労等を推進するた
めの新たな取組が必要となっている。

持続可能な介護保険制度の構築をめざすため、介護
給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が
真に必要とする過不足のないサービスを、事業者が
適切に提供するよう、介護保険事業の適正化に取り
組む。
また、施設整備は小規模多機能型居宅介護事業者
の募集を計画どおり継続して実施する一方で、募集
計画の再検討を行うと同時に第８期計画策定にあ
たって市民ニーズ等を調査する。
介護人材の確保については、介護職場への関心を高
めるための「介護職場体験セミナー」を実施するほ
か、介護支援専門員の慢性的な不足と高齢化に対す
る対策として、「介護支援専門員実務研修受講試験
対策講座」を開催する。

拡充して継
続

②
 

高
齢
者
の
生
き
が
い
づ
く
り
・
介
護
予
防
事
業

の
推
進
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基本施策23

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

啓発の充実、
交流活動の

推進

身体障害者福祉協会スポーツ大会の支援や身体障
害者福祉協会・手をつなぐ育成会・すぎの木家族会
の活動を支援することで、障がいのある方の社会参
加につなげた。また、障害者就労支援事業所による
販売会を月１回開催することで、物品の販売による市
民との交流により、障がいのある人への理解につな
がった。更に、障がいのある当事者同士の交流を図
る「虹色の会」を年１回開催した。

個人情報保護の問題や障がいのある方やその家族
の交流が民間の福祉サービスでも実施されているこ
ともあり、障がいのある人を中心とした団体への加入
者が減っており、障がいのある人同士の交流の場も
減っている。団体活動を理解してもらえる支援を、今
後検討する必要がある。また、スポーツ大会では、障
がいのある方中心の参加となっており、障がいのない
方との交流が少ないことが課題となっている。

家族会等の各団体の周知を行うことえ会員の確保を
支援するとともに、各団体との協議をする中で、ス
ポーツ大会やイベントの周知方法を充実し、障がい
のある人も障がいのない人も参加してもらい、交流の
機会を増やすことで障がいへの正しい理解と認識を
推進する。 同内容で継

続

福祉施設か
らの一般就
労者数

人/年 2 1 1 4 4
H32より

増加

就労機会の
拡大と雇用安
定の支援、支
援体制の整

備

龍野公共職業安定所の支援を受けながら障害者雇
用促進セミナーを開催し、企業や就労支援事業所な
どへ雇用促進の啓発を行い、障がい者の受け入れを
推進した。（平成30年度実績：参加企業10社、就労支
援事業所７所、商工会２名、その他57人）また、就労
支援事業所等連絡会を２か月に１回のペースで開催
し、課題を共有しつつ一般就労への移行ができるよう
支援をすすめている。（一般就労へつながった人数：
４人）その他では、市としても、障害者就労支援施設
などからの優先調達の推進により雇用の安定に寄与
する取組みを行っている。（平成30年度実績：約270
万円）

就労継続支援B型の利用者が年々増加する中、就労
移行支援利用者は減少傾向にある。障害の状態に
応じた勤務ができる職種・業務の開拓や就労後のケ
アなどの就労定着の支援を図ることが必要である。

障害のある人の雇用に対する知識と理解を深めるた
め、雇用促進セミナーを継続的に実施する。ハタラク
支援センターやわくわーくステーションとも連携をはか
り、就労定着に向けた支援を行う。

同内容で継
続

グループ
ホーム等利
用者数

人/年 28 31 36 35 41 46

地域の通所
施設の運営

支援

障がいのある人が共同生活するグループホーム（４
事業所）や障がいのある人の憩いの場の提供などを
行う地域活動支援センター（３事業所）、障がい者の
ある人の就労機会を提供する就業支援事業所（９か
所）の運営の支援を行い、更には、各施設の利用に
係る交通費の補助や日常生活に必要な補助により、
各施設の利用者の増加につながっている。

重度の障がいのある人が自宅での生活支援を希望
する場合などには、ホームヘルプサービスの利用が
必要となるが、事業者やヘルパーが少なく、十分な
サービスの提供ができない。

法定健診受
診率（乳幼
児・1.6歳
児・３歳児）

％/年 96.4 97.4 96.4 98.5 100.0 100.0

適切なサービ
ス利用につな
がる相談機能

の充実

平成25年３月に基幹相談支援センター（市直営）を開
設するとともに、市内の民間相談支援事業所との連
絡会を開催し、情報収集・提供、連携により相談員の
質の向上を図ることで、適切なサービスの提供につな
げた。年６回開催。

概ね計画どおり進めているが、相談支援専門員の確
保や報酬単価が低く安定した運営が難しく、民間事業
所の閉鎖に繋がっている。

障がいの早
期発見、療育

支援

障害児相談
支援の充実

③
 

保
健
福
祉
事
業
と
相
談
体
制
の

充
実

②
 

地
域
生
活
支
援
の
充
実

①
 

社
会
参
加
の
促
進

基本施策23　障がい福祉の充実

方向性個別施策 課題 展開行政の役割

グループホームや就労支援事業所等の充実により、
障がいのある人の地域社会での自立は進みつつあ
るなかで、障がいのある方のサービスのあり方も変
化してきている。そのような多様化するサービスに丁
寧に対応するためには、市内の事業所や関係機関と
連携を図りつつ、当事者やその支援者からのニーズ
の把握に努め、必要な支援につなげていく必要があ
る。
また、24時間体制で相談等の対応ができる地域生活
拠点について、令和２年度に整備できるように関係機
関と協議を進める。

指標

拡充して継
続

同内容で継
続

子育て包括支援センターの設置により、早い時期に
障がいを発見し、早期に療育訓練を行い障がいの軽
減と適切な発達を支援するとともに、特別支援教育
支援委員会により、特別な支援が必要な児童に対す
る相談及び就学後の一貫した教育支援を行うため連
携を図っている。全体委員会年１回、支部委員会年１
回（４支部）、特別支援教育保育会議年４回。

計画的に実施てきているが、医療的ケア児の家族の
ニーズの的確な把握、就学前の需要に対応できる受
け入れ先の確保が困難な状況にある。

医療的ケア児には、早期発見し適切な医療や療育支
援等につなげることが重要となるため、乳幼児健診、
１歳６か月健診などの保健部門や親子の相談支援を
行う子育て包括支援センターや保育所、幼稚園、相
談支援事業所といった関係機関との連携による支援
体制を強化する。

成果指標

単位
実績値 目標値取組の現状

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標
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基本施策24

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

①
 

地
域
福
祉
活
動

の
推
進

地域福祉活
動に取り組む
市民や地域
団体の相互
連携や自主
的な活動の

支援

第３期地域福祉計画の策定にあたっては、社会福祉
法の改正により上位計画に位置づけられたことから、
包括的な支援につながるよう、関係機関との連携を
図った。

第２期地域福祉計画の検証を行い、切れ目ない地域
福祉の推進を図るべく、第３期地域福祉計画を策定
し、福祉に関する上位計画として個別計画の方向性
をコントロールしていくとともに、引き続き地域団体等
へ連携等について、社会福祉協議会に働きかける。

同内容で継
続

ボランティア
活動実施人
数
（ボランティ
ア災害共済
加入者数）

人/年 1,826 1,844 1,793 1,900 1,940 2,040

②
 

地
域
福
祉
活
動
の

担
い
手
育
成

社会福祉協
議会や民生
委員児童委

員などの活動
と福祉サービ
スが連携でき
る仕組みづく

り

地域福祉活動の中心的な担い手である社会福祉協
議会に対し、運営等にかかる補助金を交付した。ボラ
ンティア協議会、老人クラブ、民生委員などが情報を
共有する会議の開催など相互の連携を支援した。

社会福祉協議会の運営等にかかる補助金を引き続
き交付していくことで、福祉サービスと地域等の活動
の連携について支援する。

同内容で継
続

就労支援を
行った生活
困窮者の
内、就労に
結びついた
者の割合

％/年 - 22.2 33.3 71.4 20.0 30.0

③
 

生
活
困
窮
者
へ
の
対
応

生活保護制
度の適正な

運用、生活困
窮者の自立

に向けた支援

自立相談支援事業、就労支援事業、就労準備支援
事業、子どもの学習支援事業を実施することにより、
生活困窮者が生活保護に至る前に自立へ繋げること
ができた。
【自立相談支援事業】　(H28)31件、(H29)63件、
(H30)87件
【就労支援事業】　(H28)22.2％[４人/18人]、
(H29)62.5％[５人/８人]、(H30)95.3％[41人/43人]
【就労準備支援事業】　(H28)66.7％[２人/３人]、
(H29)75.0％[３人/４人]、(H30)81.8％[９人/11人]
【学習支援事業】　(H28)－、(H29)－、(H30)３小学校
区で実施

就労準備支援や就労支援を進めていく中で、家計管
理に課題がある生活困窮の方もおられ、生活支援や
就労支援だけでは困窮状態から脱却することが難し
いケースもある。学習支援事業について市内に大学
が無いため、大学生ボランティアの確保が不十分。

引き続き、自立相談支援や就労準備支援、就労支援
を実施するとともに、家計収支の均衡が取れていな
い、あるいは多重債務を抱えるなどの課題を抱える
生活困窮者を対象に平成31年４月より「家計改善支
援事業（フィナンシャルプランナーなどによる支援）」を
新たに実施することで、生活困窮、被保護者への切
れ目ない支援を行う。学習支援事業については、ボラ
ンティアの確保に努めていく。

拡充して継
続

目標値

成果指標

指標 単位

区
分

基本施策24　地域福祉の充実

地域福祉の核となる社会福祉協議会への支援を通じ
て、地域団体等の連携や自治会内小地域福祉活動
の推進はできてはいるが、各団体組織とも構成員の
高齢化や小人数化に伴い、将来の担い手不足が課
題である。

実績値方向性個別施策 課題 展開取組の現状

ま
ち
づ
く
り
指
標

行政の役割
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基本施策25

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

学習機会の
提供、情報発

信

市民大学では、子育て世代等の比較的若い世代向
けの講座を盛り込んだこと、また、SNS等のソーシャ
ルメディアによる新たな情報発信を手法を取り入れこ
とで、世代・性別の偏りについて、若干ではあるが解
消できた。

【しそう学びパスポート事業】 長期的かつ積極的に学
び学士等を取得する方が増加している一方、シニア
世代以外のパスポート登録者は微増である状況か
ら、世代間で生涯学習に対する意識の差が顕著に存
在すると考える。また、講座の作り（テーマ選定、開
催日程など）に偏りがあることも要因として考えられ
る。

【しそう学びパスポート事業】
　年間の講座実施計画を策定する段階において、講
座の作り（テーマ選定、開催日程など）が特定の世代
の興味関心に偏ることなく、また、若い世代にとって親
しみ易い学びのスタイルを取り入れていくことで、この
世代の登録者の増加を図る。

同内容で継
続

しそう学び
パスポート
所持者数
【累計】

人 180 192 207 212 210 235

地域での指
導ボランティ
アや学習リー
ダーの育成

登録団体に対して、社会教育事業の主旨への理解
を求める取り組みを進めたことで、子ども体験講座の
指導者として活躍していただくなど、学びの還元・循
環のサイクルが見られるようになった。

各生涯学習事務所では、地域単位（旧町単位）にお
いて学びの還元・循環のサイクルが見られるように
なったものの、市全体としての動きについては低調な
状態が続いている。さらに、生涯学習への関わりに
地域差があり、市全体をカバーする学習リーダー等
の育成にまでは至っていない現状である。

【生涯学習リーダー等の連携促進】
地域ごとに、リーダー等の充足状況もしくはニーズが
異なるため、市全体で補い合う仕組みづくりが重要で
ある。このため、例えば活動種別ごとの交流・情報交
換会などを実施することで、それぞれの活動分野にお
けるネットワークの構築が期待できる。

同内容で継
続

生涯学習セ
ンター登録
団体数

団体 70 64 62 61 75 75

生涯学習セン
ター登録団体
の拡充、生涯
学習に取り組
む市民や団
体の活動支

援

登録団体認定のメリットについて、既登録団体への
支援メニュー（施設使用料の減免など）を具体例に掲
げ登録への呼びかけを行った。また、登録団体に限
らず自主的な生涯学習への取り組みを行う団体・個
人に対して、行政による支援（情報告知、財源的支
援など）を具体的に提示することで活動の継続もしく
は拡大につなげることができた。

【生涯学習センター登録団体】 人口減少と高齢化社
会が進む中、登録団体活動における世代間の円滑
な継承が重要である一方で、地縁の希薄化が、これ
を妨げる一因にあると推定する。併せて、施設の
ハード面での対応も必要であるが、現時点では施設
の立地条件や老朽化により大幅に利便性を向上さ
せていくことが困難である。

【生涯学習センター登録団体】
既登録団体に対しては、活動継続への支援として情
報提供と相談対応を充実させる。
未登録団体に対しては、既登録団体の協力を得て、
活動分野ごとに相互交流（マッチング）の場を設けるこ
とで、登録のメリットについてより具体に提示すること
で、新規団体の登録増につなげていく。

同内容で継
続

市民１人あ
たりの図書
貸出冊数

冊/年 2.7 3.1 3.08 3.44 3.0 3.0

生涯学習施
設の環境整

備

平成30年７月より、社会教育施設内に学習スペース
を新設して自主的な学習活動への支援をスタートさ
せた。市内４箇所（市立図書館、センターいちのみ
や、市民センター波賀、センターちくさ）

社会教育施設については、経年劣化による老朽化が
進んでいるものが多く、必ずしも、利用者にとって利
便性が高い状況ではないが、世代や障がいの有無
を問わず、誰でも安全に施設が利用できるよう可能
な限り不具合箇所の修繕対応を行っている。しかし
ながら、建物の構造上、対応が困難なケース（例え
ば、エレベーターの設置、アクセス環境など)がある。

【生涯学習施設の環境整備】
（仮称）市民協働センターへの生涯学習事務所の一体
化に向けた計画が進行中である。直近では、令和２年
度より一宮地区からスタートする予定であるが、こうし
た公共施設の統合化により交通アクセス上、また施設
のバリアフリー化の実現などにより利便性の向上が図
れ、生涯学習活動がより身近なものとなる。

拡充して継
続

Ｋ
Ｐ
Ｉ

自治会活
動・子ども
会活動など
地域活動に
参加する人
の割合

％
61.5

（H25）
- - 69.1

70.0
（R1）

-

市立図書館
（室）の蔵書

の充実

視覚に障がいがある方にも読書が可能となるよう、
平成29年度より「デイジー図書（デジタル録音図書）
の設置」を始めたほか、市内４図書館（室）の蔵書状
況を鑑みつつ、毎年計画的に図書を購入すること
で、様々な本へのニーズに対応することが可能と
なった。また、平成30年1月より電子図書館事業を開
始し、図書館便りでの広報、移動図書館車の巡回時
でのPR活動などを通じて普及促進を行った。
・H29年度末電子図書館利用者数　75名
・H30年度末電子図書館利用者数　127名

市立図書館では、さらなる蔵書の充実を図る一方
で、書架スペースが十分でないため、わかり易い本
の案内表示とレイアウトとなっておらず、来館者に対
するリファレンス（本に関する情報提供など）が効率
的に行えない状況である。

市立図書館の書架スペースの不足解消への対応を含
め、北部３図書室（館）との蔵書配分により図書施設全
体での対応を進めていく。
また、老朽化が進む市立図書館については、書架ス
ペースの解消も含めて建て替えに向けて検討を始め
ていく。 同内容で継

続

あらゆる年代
に応じた読書
活動の推進

就学前児童への読書活動促進を目的とした「ブック
スタート事業等の実施」、また、広域な市域におい
て、誰でも本が身近な存在となることを目的とした「移
動図書館車の運行」などにより、世代や地域を問わ
ず生活の多様な場面で本に親しむことを可能とした。
移動図書館車は、定期巡回に加えてスポット訪問
（小中学校、学童保育所等への訪問）を実施すること
で、地域や世代を問わず誰もが本に親しむ機会を充
実させている。
・スポット巡回日数　H30年度：48日、H29年度33回、
H28年度：19回

平成29年度の貸出冊数は、前年比較で僅かに減少
するなど、目標値には達しているものの、加速的な人
口減少に加え、モバイル通信端末の全世代への普
及により本離れが進んでいるものと推測する。

これまでの広報活動を継続するとともに、移動図書館
車の巡回訪問について、定期巡回に加えてスポット訪
問（小中学校、学童保育所等への訪問）を強化してい
くことで、地域や世代を問わず誰もが本に親しむ機会
を充実させていく。

同内容で継
続

家庭や地域、
学校やPTAな
どとの連携に
よる読書活動

の推進

読み聞かせボランティア等を対象に研修会兼連絡会
を開催し、スキルアップの向上と関係者同士のネット
ワーク作りを進めた※H29年下半期より開始
・H29年度　研修会１回・30名、連絡会６回・50名
・H30年度　研修会１回・37名、連絡会８回・58名

読書活動の推進にあたっては、世代・地域を問わず
誰でも本に親しむ機会を提供することが重要である。
しかしながら、図書施設までのアクセス、施設の蔵書
保管状況などのハード面、地域ごとの読書ボランティ
アの活動状況が異なる現状にある。

従来の図書館（室）での本貸出業務から、移動図書館
車の巡回、電子図書館及びデイジー図書※の充実に
より、読書活動がより身近な生活の一部となるよう推
進していく。
※電子図書館・・インターネットを活用した図書の閲覧
※ディジー図書・・音声による朗読図書

同内容で継
続

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策25　生涯学習の推進

②
 

読
書
活
動
の
推
進
と
図
書
機
能
の
充
実

①
 

生
涯
を
通
じ
て
誰
も
が
学
べ
る
学
習
環
境
づ
く
り
の
推
進

方向性個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策26

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

地域の歴史
や文化への

理解を深める
学習機会の

提供

宍粟学講座を開催し、歴史や文化、郷土への理解を
深める機会を提供した。
・H28年度：６回・308名
・H29年度：５回・319名
・H30年度：６回・308名

宍粟学講座について、テーマや講師（専門に研究して
いる人が少ない）のマンネリ化が課題。

市内の歴史や文化について、より多くの市民が興味
を持つきっかけづくりが重要であると考えるため、講
座企画にあたっては、専門性の追求に偏ることなく、
歴史文化を身近に感じることのできる内容のものとバ
ランスよく組み合わせることで多様なニーズに対応し
ていく。

同内容で継
続

文化芸術施
設入場者数
【延べ】

人/年 107,120 98,910 90,040 96,611 107,700 108,200

文化財や伝
統芸能などの

保存

市内の各地域に伝わる獅子舞及び指定文化財など
の保存団体に対する助成を行うことで文化財や伝統
芸能などの保存について支援を行った。
・伝統民俗芸能保存活動補助事業　14団体・総額533
千円（H30年度実績）
・指定文化財管理補助事業　３団体・3,373千円（H30
年度実績）

同内容で継
続

指定文化財
件数【累計】

件 113 113 113 115 119 124

関係機関等と
の連携を図っ
た歴史や伝
統文化の保

存、継承

県と協力し、千種のたたら製鉄に関するフォーラムを
開催した。
「播磨のたたら製鉄」の研究成果を広く県民で共有す
るフォーラムを平成29年度から実施している。
・H30年度参加人数合計270名（姫路会場：100名、宍
粟会場170名）

同内容で継
続

外国人との
交流イベン
ト参加者数
【延べ】

人/年 718 716 324 612 790 860

文化・芸術活
動の発表機
会や場所の

提供

山崎文化会館については、建築後30年以上となり経
年劣化が進行する状況の中、不具合箇所の調査の
もと年次計画による修繕対応をすすめ、市美術展、
秋のふれあい文化祭など文化活動の拠点施設として
の役割を果たしている。

山崎文化会館について、外壁及び屋根の経年劣化
が進み修繕が必要となってきている。

引き続き、市の文化芸術活動の拠点である山崎文化
会館の維持管理と運営上の助言指導に取り組むとと
もに、芸術文化芸能などのさらなる発展のため、適切
な支援を行う。

同内容で継
続

文化・芸術活
動グループや
団体への交
流の場の提

供、自主運営
に向けた取組

みの支援

市民の自主的な文化芸術活動の促進を目的に、宍
粟市文化協会への支援、芸術文化奨励金の支給な
どを実施した。
・文化協会活動補助事業　2,510千円（H30年度実績）
・秋のふれあい文化祭運営補助事業　1,150千円
（H30年度実績）

近隣市町との文化芸術活動の連携を含め、類似団体
間の交流による情報交換や課題の共有を促進するこ
とで、人口減少と高齢化が同時に進行する社会の中
で持続可能な組織作りにつなげていく。 同内容で継

続

宍粟市の歴
史や伝統、文
化等に関する
情報の発信

従来の市広報での記事掲載に加え、市ホームページ
やSNSでのイベント情報やニュースの発信を行い、広
く市外へも情報発信を行った。

これまでの情報発信の取組に加えて、市外の方々と
の文化芸術活動を通じた交流による活動の活性化を
目的として、県内の展示会等のイベント情報サイト等
の活用について検討する。

同内容で継
続

外国人が住
みやすい環

境づくり

国際交流協会の活動を支援することにより、交流イベ
ントが実施され、宍粟市で暮らす外国人と日本人が
交流する場を提供することができた。

国際交流協
会の活動支

援、国際交流
活動の推進

国際交流協会の活動支援や各種問い合わせへの対
応により、交流イベントであるお茶っとルームや英会
話教室、日本語教室、国際ふれあい祭りといった国
際交流事業を推進することができた。

区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

基本施策26　文化・芸術活動の推進

③
 

異
文
化
へ
の
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解
と

国
際
交
流
活
動
の
推
進

②
 

地
域
の
文
化
・
芸
術
活
動
の
推
進

①
 

歴
史
と
文
化
資
源
の
保
全
・
活
用

方向性個別施策 取組の現状 課題 展開

同内容で継
続

成果指標

指標 単位
実績値 目標値行政の役割

会員確保のための情報提供を図るとともに、国際交
流協会がより主体的な事業展開ができるよう、引き続
き行政がサポートしつつ、協会員がやりたいこと、特
に若い協会員の取組の盛り上がりの後押しなどを推
進することで、外国人市民同士、日本人との交流など
多様な交流機会の確保につなげる。

本市の国際交流の取組は国際交流協会が主で担っ
ており、例年どおりの事業が実施されている。協会員
数は現状維持となっているが、国際交流協会自身の
方向性を定めることや単なる交流機会の提供だけで
なく生活面でのサポートも含めた活動など、さらなる
活動充実の検討が必要。

伝統芸能保存団体の構成員の高齢化が進み、団体
の存続が難しくなっている地域もある。現状では、財
源面（補助金交付）での支援が中心で、団体運営の
助言活動までは行えていない状況である。
建造物、史跡、考古資料など古文書関係以外の歴史
資料については、資料を整理しながら指定候補物件
としてリスト化していく必要がある。中央教育審議会
の「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会
教育の振興方策について」と題して、今後の地域にお
ける社会教育のあり方を示している。この中で、文化
財や歴史展示施設などを学校教育や観光振興にも
活用の幅を広げることが必要と提言されているが、現
在のところ関係施設が市内に点在していること、施設
の老朽化などの状況もあり十分な活用がなされてい
る状況に至っていない。

文化財の中には、個人や民間団体等が所有する資
料等もあるが保存には多くの費用を伴うこともあるこ
とから、該当の所有者に対し国県の補助制度につい
て積極的に情報提供を行いながら、指定文化財の保
護、未指定文化財の調査、古文書資料整理等を行い
貴重な歴史資料を後世に継承する。また、整理した
文化財等を学校教育や観光振興にも活用することを
検討していく。

文化芸術活動に取り組む団体が増えていくことが重
要であると考える一方、各種イベント（同種・異種問わ
ず）と開催時期や場所の重複が見られる。また、活動
団体の構成員の高齢化が進行する一方、後継者の
育成が共通した課題であるが、持続可能な団体活動
を目的とした指導助言や情報提供のアドバイスが十
分に行えていない現状である。
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基本施策27

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

①
 

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
活
動
の
推
進

市民のスポー
ツ活動への参

加促進、ス
ポーツ活動の

場の提供

スポーツ施設使用料の減免やラジオ体操の普及、宍
粟市スポーツ推進委員会が進めたウォーキングコー
スの設定などを通じ、市民誰もが個々に応じたスポー
ツ活動を促進することで健康の維持増進、青少年の
健全育成、高齢者の介護予防、地域交流の増進が
図られ、住んでよかったと思える”元気な宍粟”のまち
づくりを推進した。また、さつきマラソン大会及び市宍
粟市ロードレース大会を地域住民の協力を得て開催
したことで市内外ランナーへのもてなしや宍粟の自然
を満喫してもらい、スポーツを通じた交流と宍粟のPR
につながった。

スポーツ施設使用料の減免は、中学生以下の利用
が多い傾向にあり、今後は少子化の影響でゆるやか
に減少することが予想されるため、高齢者や障がい
者も含めた利用啓発が必要。
ラジオ体操の推進は、しーたん通信によるラジオ体操
の放送が認知されてきたが、さらなる効果的な実施に
向けて、実施事業者の把握や指導者の養成が必要。
（しそうチャンネルで放送するためには有資格者の指
導員が必要）
ウォーキングコースが少なく、市内全域での整備に
至っていない。
さつきマラソン大会、宍粟市ロードレース大会は関係
機関の調整やボランティアスタッフの確保が必要。
スポーツクラブ21について、各クラブによって活動状
況にばらつきがみられるため、自立的な活動の促進
が必要。

スポーツ推進員との連携を図りつつ、生涯スポーツ
活動への関心を高め、積極的な参加と日常的に運動
を行う習慣を身につけるため、スポーツや健康づくり
に対する意識や機運を高めることで、気軽にスポーツ
に取り組む雰囲気をつくり、スポーツ立市宣言につな
げ、スポーツを通して「元気な宍粟」の実現をめざす。
具体の展開として、減免制度も活用しながらスポーツ
施設の利用促進を図るとともに、ラジオ体操につい
て、指導員資格取得の促進や市スポーツ大会の準備
体操としての活用など、市民、事業所等への普及啓
発を推進する。ウォーキングコースについて、各地域
の保健福祉センターを拠点としたコース設定や、地域
で取り組めるウォーキングの促進を図るとともに、市
外からの集客がある宍粟市ウォーキング大会、さつ
きマラソン大会、宍粟市ロードレース大会を今後も継
続して実施する。スポーツクラブ21について、クラブへ
の運動備品の配布などにより、活動の活性化を図
る。

同内容で継
続

スポーツ施
設利用者数
【延べ】

人/年 152,350 150,964 149,084 145,687
現状値

より増加
H32より

増加

選手、指導者
の育成強化

体育協会やスポーツ団体などの活動を支援し、関係
機関と連携のもと、少年期からのスポーツの意欲と競
技力の向上を図るためスポーツ大会を実施した。ま
た、体育協会と連携して、オリンピックメダリストなど
各競技のトップアスリートを招いた教室などを実施し、
技術力はもとより、考え方や心構えなどを学ぶ貴重な
機会を提供し、子どもの育成と競技スポーツの強化
を図ることができた。また、指導者講習会を開催し、
指導に生かせるトーク術（ほめて伸ばす）を学んだ。

指導者の研修機会や育成について、さらなる機会や
回数、競技種目の拡充など、指導者の育成に力を入
れることが必要。

スポーツ団体の活動支援、スポーツ大会の実施継
続、有名選手や指導者を招聘した教室や講習会等の
実施など、競技スポーツの選手、指導者の育成を強
化する。

同内容で継
続

スポーツや
競技で全国
大会等に出
場する個人
または団体
数

件/年 36 43 48 54
現状値

より増加
H32より

増加

スポーツ大会
出場奨励金
制度の活用

推進

スポーツ大会出場奨励金制度により、全国大会など
に出場する選手や団体に奨励金を支給するなど支援
を行い、出場者も年々増加している。

スポーツ大会出場奨励金制度の利用は若年層が中
心であり、高校卒業と同時に市外へ転出する若者が
少なくなく、今後はゆるやかに減少していくいことが予
想されるため、若い世代を地域で育て、指導者や協
会役員に登用するなど地元で活躍できる場を提供す
ることが必要。

市民の競技スポーツの推進と青少年の健全育成を
図るため、引き続きスポーツ大会出場奨励金制度の
利用を促進するとともに、選手、指導者等として地域
に還元されるよう利用者への啓発を図る。

同内容で継
続

地域の観光
資源を活用
したスポー
ツイベント
参加者数
（音水湖カ
ヌー利用者
数）【延べ】

人/年 7,469 7,868 10,455 9,027 10,000
H32より

増加

競技スポーツ
大会の誘致

競技スポーツ大会の誘致活動として、メイプルスタジ
アムでの高校野球の西播磨地区予選大会や音水湖
カヌー競技場でのカヌー競技大会（カヌースプリント
ジュニア海外派遣選手最終選考記録会、U23海外派
遣選手選考会、県高校総体カヌー競技、近畿高校総
体カヌー競技、国体近畿ブロック大会、関西学生カ
ヌー選手権大会、県高校カヌー新人選手権大会）の
誘致に成功しており、特にカヌースプリント競技は、県
大会をはじめ、近畿予選会や関西学生選手権、全国
規模の大会を誘致でき、ワールドマスターズゲームズ
2021関西カヌー（ポロ）競技会の会場地に決定した。

東京2020オリンピック・パラリンピックのカヌー合宿地
の誘致を進めているが、市民に関心をもってもらえる
ような周知啓発ができていない。

カヌー競技など競技スポーツ大会の誘致活動と、市
外に向けた音水湖の知名度向上、市民へのワールド
マスターズゲームスや各種カヌー大会などの周知啓
発を進めます。

同内容で継
続

Ｋ
Ｐ
Ｉ

日常的にｽ
ﾎﾟｰﾂ活動、
健康づくり
活動に取り
組む人の割
合

％ 25.3 - - 34.2
35.0

（H31）
-

基本施策27　スポーツ活動の振興

方向性個別施策 課題 展開取組の現状

②
 

競
技
ス
ポ
ー

ツ
の
強
化
と
振
興

行政の役割
区
分

ま
ち
づ
く
り
指
標

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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基本施策27

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

基本施策27　スポーツ活動の振興

方向性個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割
区
分

成果指標

指標 単位
実績値 目標値

（カヌー競技場の整備）
H29：救助艇１艇、審判艇２艇、自動発艇装置１基、発
艇審判台他一式、駐車場一式他
H30：カヌーコース更新1,000ｍ×９レーン、浮島整備
一式、発艇審判台他一式他
（カヌー競技の大会）
H28：兵庫県高校総体、兵庫県カヌースプリント新人
選手権、関西カヌースプリント選手権（H28のみ）
H29：H28に加え、近畿高校総体カヌー競技、関西学
生カヌー選手権大会
H30：H29に加え、カヌースプリントジュニア海外派遣
選手選考記録会
H31：H30に加え、選手最終選考と同時開催のU23海
外派遣選手選考記録会と国体近畿ブロック大会
・競技場の整備に加え関係団体への働きかけによ
り、競技大会等の誘致を増やすことができた。
（音水湖カヌーまつり）
・H23から毎年７月下旬に開催。（H30は豪雨の影響で
中止）
・カヌーを通じたイベントを行い、音水湖のPRにつな
げている。

競技大会等の開催地は、会場設備等により主催団体
が選考するため、ある程度の競技場整備が必要とな
る。これまでの取り組みで、西日本では有数の競技
場として認知され大きな大会を誘致することができて
いるが、大会時に常設の公衆トイレが不足している。

今後は、音水湖を活用したカヌー競技が安心・安全に
行えるように支援を継続しつつ、開催可能な競技大
会の誘致を積極的に行いながら、音水湖をカヌーの
メッカとしてさらにPRしスポーツと観光を融合した取組
を継続し、地域のにぎわい創出につなげていく。
大会時の常設トイレの設置については立地条件的に
難しいことから、引き続き臨時のトイレ設置で対応し
ていく。
また、2020東京オリンピックにおいて、カヌー競技海
外選手団の事前合宿地の誘致にも取り組む。

同内容で継
続

市内の小学生等を対象としたカヌー体験教室や伊和
高校カヌー部の活動など市民による利用と合わせ、
大会を通じたトップクラスの選手による活用、カヌーま
つりの実施など音水湖でのカヌーを通じた集客等を
図った。
スポーツ推進員による冬のスキー教室を実施し、宍
粟市の地域資源を生かしたスポーツ活動を行うこと
ができた。
さつきマラソン大会、宍粟市ロードレース大会時には
商工会で物販をするなど、地域と連携した取組も出
始めている。

スキーやカヌーなど、地域の観光資源を生かした体
験教室等を開催し、一定の効果を発揮していますが、
観光施設を活用したイベントなどと連携した新たな仕
組みは展開できていない。また、宿泊等を含めた来
訪者に対するアメニティの向上などが必要。50名山
の活用など、登山についてスポーツとしての位置付け
とするかの検討が必要。

スキーやカヌーなど、地域の観光資源を生かした体
験教室を継続開催し、しそう森林王国観光協会と連
携したイベントなどを計画し、スポーツと観光を融合し
た取組を推進する。

同内容で継
続

観光振興に
つながる取組

みの推進

③
 

地
域
の
観
光
資
源
を
生
か
し
た
ス
ポ
ー

ツ
の
推
進
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基本施策28

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

人権問題へ
の取組みの

啓発、周知活
動

人権啓発に関する講演会や学習会等の開催のほ
か、教育啓発記事を隔月で広報紙に掲載することで
啓発、周知活動を行っている。また、特に若年層の人
権意識の高揚を図ることを目的に、平成28年度から
若者フォーラムを、平成29年度からＳ１（ｴｽﾜﾝ）グラン
プリを開催している。さらに、人権啓発冊子「そよ風」
を市民人権推進員を中心に毎年作成し全戸配付して
いる。

ま
ち
づ
く
り
指
標

人権学習会
等の実施回
数

回/年 167 171 167 174 173 178

人権意識の
高揚

各地区の生涯学習推進協議会及び自治会等におい
て、人権啓発ビデオを用いた学習会等を行うととも
に、８月人権推進強調月間及び12月人権週間には各
旧町域で関連の講演会や映画上映会等を実施する
など、人権意識の高揚をめざし取り組むことができ
た。

人権相談へ
の適切な対

応や指導、支
援

相談窓口の利便性向上を目的に宍粟防災センター
へ相談機能を移転（H29年10月）するとともに、相談員
を増員するなど充実を図った。

地域やボラン
ティアなどと
の連携強化

龍野人権擁護委員協議会宍粟部会をはじめ、市民人
権推進員、人権教育促進連絡協議会などと連携し、
特設人権相談所の開設や、若年層の人権感覚を刺
激できるような啓発事業など、人権が生活のあらゆる
場面で尊重され、誰にとっても住みやすいまちづくり
を進めた。

基本施策28　人権教育・啓発の推進

②
 

人
権
擁
護

（
相
談
・
支
援
・

救
済

）
の
充
実

①
 

人
権
教
育
・
啓
発
の
推
進

方向性個別施策 課題 展開取組の現状行政の役割

成果指標

実績値 目標値

引き続き、人権施策推進計画の基本的な考え方を、
今後の施策に反映させ、実施する。
実施にあたっては、左記の課題にあるように、市民の
中にある思いやイメージを払拭する必要があることか
ら、「市民一人一人の人権を尊重し、人権文化の息づ
くまちを実現する」という展望を持ちながら、以下につ
いて取り組む。
・人権とはすべての人が平等で幸せに、健康で豊か
に生きていける営みであると理解し、人権課題を見つ
め、自分と重ね合わせることで、考え、行動・態度に
つなげる。
・「好感」「共感」「親近感」が持てるように、正しく学び
を深める。
・各種イベント等への参加者の増加、特に若者の参
加者を増やすために、わかりやすく、できるだけ面白
い企画を検討し実施する。

人権意識の高揚に向けた各種の講演会や学習会等
を実施するが、参加はいつも低調である。やはり、こ
のことは一般的に言われる「人ごと、よそごと、他人
事」の思いや、「カタイ、クライ、クリカエシ」というネガ
ティブなイメージからであろうと考えている。また、若
者の参加者が少ないことも課題である。
人権施策推進計画に基づき、人権文化の息づくまち
の実現をめざして取り組んでいるが、いじめ、DV、同
和問題にかかる差別意識や偏見、障がいのある人等
への差別などに加え、近年ではインターネットによる
人権侵害や、性的指向や性自認を理由とする偏見や
差別など、新たな人権課題が生起している現状があ
る。

同内容で継
続

指標 単位

区
分
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基本施策29

策定現状値

H26 H28 H29 H30 R2 R7

①
 

男
女
共
同
参
画
意
識
の
醸
成

講演会や講
座の開催

従前の知識習得・意識改革を目的とした行政からの
一方的な内容及び手法から脱却し、少人数制による
ステップアップセミナーや映画会の開催など、関心の
高いテーマを掲げた啓発手法に切り替えたことで、子
育て世代などこれまで啓発事業への参加が低かった
市民の興味関心を引くことができ、少しずつではある
が男女共同参画社会の考え方を広めることができ
た。

個人レベルでは、徐々に男女共同参画の考え方が浸
透している状況にあると捉えているが、一方で特定の
分野（例えば、自治会や地域活動等における男女の
役割分担意識、働く場における決定権を持つ女性の
割合など）においては、これまでの慣例・慣習による
男性優位の状況が残っている。

審議会・委
員会などの
女性委員の
割合

％/年 30.6 30.1 30.5 32.5 35.0 35.0

②
 

男
女
共
同
参

画
社
会
の
推
進

審議会委員
や市役所管
理職への女
性登用割合

の向上

市が設置する審議会等への女性登用割合について
は 32.5％で県内でも上位に位置している。また、市役
所管理職への女性登用割合については 14.9％でこ
ちらは中位に位置している。いずれの指標について
も、概ね目標レベルに達している。

市役所管理職への女性登用割合については概ね目
標レベルに達しているが、女性登用割合の兵庫県平
均（16.3％）には達していない。 宍粟市役所

における女
性管理職の
割合

％/年 6.1 14.29 14.84 16.54 15.0 15.0

③
 
D
V

（
ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
・
バ
イ

オ
レ
ン
ス

）
対
策
等
の
推
進

DVの根絶に
向けた啓発や
相談、支援の

充実

母子生活支援支援施設等措置事業は、被害者を加
害者から保護し、長期的な支援で生活再建をめざす
必要がある場合にのみ実施するのもので、一時的保
護等、早期に適切な支援を行うことができれば、事業
の利用にまで至らずに済むことになる。
母子・父子自立支援員及び婦人相談員の配置して、
ＤＶに関連した様々な相談において、被害者の生活
環境の変化にも配慮した支援を行っている。
また、市関連施設のトイレ（男女）等での啓発カード設
置等の広報活動、家庭児童相談室・警察等の関係機
関との連携した支援を行っている。適切な支援によっ
て、母子生活支援支援施設等措置事業の利用にま
で至っていない。

関係各所との連携が必要になるが、ケースにより連
携する範囲が異なるため、漏れが無いように常に注
意が必要である。一時的保護には対応できており、
本施策への課題はないが、個人情報保護の観点か
ら、連携する範囲は最小限にとどめる必要があり、相
談事例ごとに課題となる。

いつ事業利用に繋がるか予測できないため、常に事
業利用に備える必要がある。個人情報の取扱には注
意しながら、関係機関と連携を図っていく。

同内容で継
続

ま
ち
づ
く
り
指
標

拡充して継
続

基本施策29　男女共同参画の推進

方向性個別施策 課題 展開取組の現状
区
分

行政の役割

令和元年度中に策定する「第２次男女共同参画プラ
ン」に基づき、積極的に施策に取り組む。
〇第２次プランで改めて強調して取り組む内容
・固定的な性別役割分担意識の解消
・男性にとっても意義のある男女共同参画
・女性のエンパワーメントの推進
・ワーク・ライフ・バランスの実現
・防災・復興分野での女性の参画
・教育関係部署との連携
・性の多様性に対する理解促進
〇第２次プランを推進するための取組
・条例の制定
・市民・企業等との協働
・市民意識等の把握
・推進体制と拠点づくり
・国・県等関係機関との連携

成果指標

指標 単位
実績値 目標値
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